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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
有機樹脂成分を含む光学部材成形体用樹脂組成物であって、
該樹脂組成物は、その分子量分布における分子量７００以上の有機樹脂成分を有機樹脂成
分総量に対して１５～９０質量％含み、かつ該分子量分布における分子量７００未満の有
機樹脂成分を有機樹脂成分総量に対して１０～８５質量％含んでなり、
該分子量７００以上の有機樹脂成分は、脂環式エポキシ化合物及び／又は水添エポキシ化
合物を含み、
該分子量７００未満の有機樹脂成分は、脂環式エポキシ化合物及び／又は水添エポキシ化
合物を含み、
該樹脂組成物は、更に、離型剤を含み、
該離型剤は、炭素数８～３６のアルコール、炭素数８～３６のカルボン酸、炭素数８～３
６のカルボン酸エステル及び炭素数８～３６のカルボン酸塩からなる群より選択される少
なくとも一つの化合物である
ことを特徴とする光学部材成形体用樹脂組成物。
【請求項２】
前記樹脂組成物は、更に、熱潜在性カチオン発生剤を含むことを特徴とする請求項１に記
載の光学部材成形体用樹脂組成物。
【請求項３】
前記光学部材成形体は、レンズであることを特徴とする請求項１又は２に記載の光学部材



(2) JP 4398500 B2 2010.1.13

10

20

30

40

50

成形体用樹脂組成物。
【請求項４】
前記樹脂組成物は、その分子量分布において、分子量７００未満の領域に少なくとも１つ
の分子量ピークの極大値を有し、かつ、分子量７００以上の領域に少なくとも１つの分子
量ピークの極大値を有するものであることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の
光学部材成形体用樹脂組成物。
【請求項５】
前記樹脂組成物は、重量平均分子量が７００以上の有機樹脂成分を少なくとも１種、及び
、重量平均分子量が７００未満の有機樹脂成分を少なくとも１種含んでなることを特徴と
する請求項１～４のいずれかに記載の光学部材成形体用樹脂組成物。
【請求項６】
前記樹脂組成物は、重量平均分子量が７００以上の有機樹脂成分の総量が、有機樹脂成分
の総量に対して、１５～９０質量％であることを特徴とする請求項５記載の光学部材成形
体用樹脂組成物。
【請求項７】
前記樹脂組成物は、有機樹脂成分を４０～９９質量％含むことを特徴とする請求項１～６
のいずれかに記載の光学部材成形体用樹脂組成物。
【請求項８】
前記樹脂組成物は、芳香族エポキシ化合物の割合が１０質量％以下であることを特徴とす
る請求項１～７のいずれかに記載の光学部材成形体用樹脂組成物。
【請求項９】
前記樹脂組成物は、芳香族エポキシ化合物の割合が１０質量％を超えるものであることを
特徴とする請求項１～７のいずれかに記載の光学部材成形体用樹脂組成物。
【請求項１０】
前記分子量７００未満の有機樹脂成分は、芳香族エポキシ化合物を含むことを特徴とする
請求項１～７、９のいずれかに記載の光学部材成形体用樹脂組成物。
【請求項１１】
前記芳香族エポキシ化合物は、７個以上の炭素原子から構成される共役構造を有する芳香
族化合物を必須とすることを特徴とする請求項１０に記載の光学部材成形体用樹脂組成物
。
【請求項１２】
前記樹脂組成物は、２種以上の有機樹脂成分を溶媒５質量％以下に調製してなることを特
徴とする請求項１～１１のいずれかに記載の光学部材成形体用樹脂組成物。
【請求項１３】
前記樹脂組成物は、更に、該樹脂組成物１００質量％中、高沸点アルコールを０．０１～
１０質量％含むことを特徴とする請求項１～１２のいずれかに記載の光学部材成形体用樹
脂組成物。
【請求項１４】
前記高沸点アルコールは、沸点が１２０℃以上のアルコールであることを特徴とする請求
項１３記載の光学部材成形体用樹脂組成物。
【請求項１５】
請求項１～１４のいずれかに記載の光学部材成形体用樹脂組成物によって構成されること
を特徴とする光学部材成形体用硬化性材料。
【請求項１６】
前記光学部材成形体用硬化性材料は、１５０℃で５分間硬化させたときの硬化物の曲げ強
度が、５０ＭＰａ以上のものであることを特徴とする請求項１５記載の光学部材成形体用
硬化性材料。
【請求項１７】
請求項１５又は１６に記載の光学部材成形体用硬化性材料を硬化させてなることを特徴と
する光学部材。
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【請求項１８】
前記光学部材は、高アッベ光学部材であることを特徴とする請求項１７記載の光学部材。
【請求項１９】
前記光学部材は、低アッベ光学部材であることを特徴とする請求項１７記載の光学部材。
【請求項２０】
有機樹脂成分と離型剤とを含む光学部材成形体用樹脂組成物を製造する方法であって、
該製造方法は、脂環式エポキシ化合物及び／又は水添エポキシ化合物を含み、かつ重量平
均分子量が７００以上の有機樹脂成分を少なくとも１種と、脂環式エポキシ化合物及び／
又は水添エポキシ化合物を含み、かつ重量平均分子量が７００未満の有機樹脂成分を少な
くとも１種と、離型剤とを混合する工程を含み、
該混合工程では、該樹脂組成物中の分子量分布における分子量７００以上の有機樹脂成分
の割合が有機樹脂成分総量に対して１５～９０質量％、該樹脂組成物中の分子量分布にお
ける分子量７００未満の有機樹脂成分の割合が有機樹脂成分総量に対して１０～８５質量
％となるように、該重量平均分子量が７００以上の有機樹脂成分及び重量平均分子量が７
００未満の有機樹脂成分を混合し、
該離型剤は、炭素数８～３６のアルコール、炭素数８～３６のカルボン酸、炭素数８～３
６のカルボン酸エステル及び炭素数８～３６のカルボン酸塩からなる群より選択される少
なくとも一つの化合物であることを特徴とする光学部材成形体用樹脂組成物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、樹脂組成物及び光学部材に関する。より詳しくは、光学用途、オプトデバイス
用途、表示デバイス用途、機械部品材料、電気・電子部品材料等として有用な樹脂組成物
及びその光学部材に関する。
【背景技術】
【０００２】
熱硬化性の樹脂組成物は、例えば、機械部品材料、電気・電子部品材料、自動車部品材料
、土木建築材料、成形材料等として有用であり、また、塗料や接着剤の材料としても用い
られるものである。例えば、デジタルカメラモジュールは携帯電話に搭載されるなど小型
化が進み、低コスト化も求められているため無機ガラスに代わってＰＭＭＡ・ＰＣやポリ
シクロオレフィン等のプラスチックレンズの採用が進んでいる。近年においては新規用途
として車載用カメラや宅配業者向けバーコード読み取り機等の車載化ニーズが高まってい
る。これらの用途に適用する際、夏季の高温暴露等を考慮し、長時間の耐熱性が要求され
ている。従来のプラスチック材料よりも優れた耐熱性を必要とすることから熱硬化型材料
の検討が進んでいる。
【０００３】
このような硬化型材料では、加工性や、硬化した後の硬化物の取り扱い性に優れることも
求められている。例えば、レンズ等の光学部材に用いる場合には、精密な加工性が求めら
れており、更に、高い強度を有し、取り扱い性に優れていることも求められている。しか
しながら、従来のガラスを用いたレンズでは強度が低く、また、プラスチックレンズ等に
おいても、充分な加工性と、高い強度を両立させるものはなく、硬化型材料を構成する材
料等について改善する余地があった。
【０００４】
ところで、熱硬化性樹脂組成物に関しては、無機成分を含有するものも開示されている。
例えば、（ａ）有機溶剤に分散されたコロイダルシリカ、（ｂ）脂環式ポリエポキシ化合
物及び（ｃ）金属キレート化合物を必須成分として含有し、且つ（ａ）成分と（ｂ）成分
の配合割合が固形分比で（ａ）成分５～８５重量％及び（ｂ）成分９５～１５重量％であ
り、そして（ｃ）成分が（ａ）成分及び（ｂ）成分の固形分の合計１００重量部当たり０
．０１～３０重量部含有することを特徴とする有機溶剤系熱硬化性組成物が開示されてい
る（例えば、特許文献１参照。）。これによると、分子量が高い材料を用いた樹脂が提供
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されているが、透明性や生産性の面において、工夫の余地があった。
またエポキシ樹脂および無機酸化物粒子を少なくとも含んでなる組成物を硬化させること
により成型したエポキシ樹脂成型体であって、該成型体中に平均粒径が５０ｎｍ以下の無
機酸化物粒子が分散していることを特徴とするエポキシ樹脂成形体が開示されている（例
えば、特許文献２参照。）。ここでは、湿式シリカとエポキシ樹脂が開示されているが、
エポキシ樹脂として、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（アッベ数　３４．１）を用いて
いる。このような場合、光のにじみを小さくし、高いアッベ数を得る等において、光学特
性を向上する工夫の余地があった。したがって、耐熱性等の基本性能を備えたものであっ
て、光学特性を向上させ、種々の光学部材に好適に適用であるようなものが求められてい
た。
【特許文献１】特許２８６５７４１号公報（第１頁）
【特許文献２】特開２００４－２５０５２１号公報（第２頁）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
本発明は、上記現状に鑑みてなされたものであり、樹脂組成物としての加工性に富み、ま
た、樹脂組成物を硬化させた後の硬化物において高い強度を有し、離型時に割れない等の
取り扱い性に優れる樹脂組成物及びその樹脂組成物を硬化してなる光学部材を提供するこ
とを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
本発明者等は、有機樹脂成分を含む樹脂組成物について種々検討したところ、光学用途等
種々の用途における材料として有用であることに着目し、特定の有機樹脂成分を用いると
、透明性が高く、硬化を行う前の樹脂組成物、該樹脂組成物を硬化させた硬化物について
、成形が容易であり、加工特性に優れたものとなり、また、高い強度を有し、取り扱い性
に優れたものとすることができるため、光学用途等に好適に用いることができる樹脂組成
物となることを見いだした。具体的には、樹脂組成物中の分子量分布における分子量７０
０以上の有機樹脂成分の割合が、有機樹脂成分総量に対して１５～９０質量％含んでなる
ものとする、言い換えると、樹脂組成物中の分子量分布における分子量７００未満の有機
樹脂成分の割合が、有機樹脂成分総量に対して１０～８５質量％含んでなるものとするこ
とによって、優れた成形性を有し、高い強度を持つことで取り扱い性に優れたものとする
ことができることを見いだした。分子量が７００以上の高分子樹脂材料を用いることで、
優れた強度を有するものとなり、また、分子量が７００未満の低分子樹脂材料を用いるこ
とで、硬化性樹脂組成物の粘度を低下させることができ、ガラスにはできない複雑な加工
を安価に行うことができる。また、特に熱硬化性樹脂を用いた場合には、熱可塑性樹脂で
は達成できない耐熱性を有することができ、上記課題をみごとに解決することができるこ
とに想到した。更に、レンズ等の光学用途、オプトデバイス用途、表示デバイス用途、機
械部品材料、電気・電子部品材料、自動車部品材料、土木建築材料、成形材料等の様々な
用途に好適に適用することができることも見いだし、本発明に到達したものである。
【０００７】
すなわち本発明は、有機樹脂成分を含む樹脂組成物であって、該樹脂組成物は、その分子
量分布における分子量７００以上の有機樹脂成分の割合が、有機樹脂成分総量に対して１
５～９０質量％含んでなるものである樹脂組成物である。
以下に本発明を詳述する。
【０００８】
本発明の樹脂組成物は、有機樹脂成分を含むものである。このように、有機樹脂成分を含
む樹脂組成物は、硬化した後の硬化物を取り扱い性に優れるものとすることができる。例
えば、レンズ等の光学材料として用いる場合には、ガラス等をレンズとして使用する場合
と比較して、割れにくさ等の利点を有する。
上記樹脂組成物は、有機樹脂成分以外の他の成分を含んでいてもよく、樹脂組成物を構成
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する成分としては特に限定されるものではない。上記樹脂組成物は、該樹脂組成物１００
質量％中、有機樹脂成分を４０質量％以上含むことが好ましい。より好ましくは、６０質
量％以上であり、更に好ましくは、７０質量％以上であり、特に好ましくは、８０質量％
以上である。
なお、本明細書中で単に「硬化」という場合には、硬化性樹脂組成物等のように樹脂組成
物を構成する成分を重合させることで硬くなるような場合のみならず、熱可塑性樹脂等を
一旦軟化させて、その後硬くさせるような場合も含むものとする。また、「硬化性」とい
う場合には、樹脂組成物を構成する成分等を重合させることで硬化する性質を指すものと
する。
【０００９】
上記樹脂組成物は、樹脂組成物中の分子量分布における分子量７００以上の有機樹脂成分
の割合が、有機樹脂成分総量に対して１５～９０質量％含んでなるものである。言い換え
ると、樹脂組成物中の分子量分布における分子量７００未満の有機樹脂成分の割合が、有
機樹脂成分総量に対して１０～８５質量％含んでなるものである。すなわち、樹脂組成物
中の分子量分布における分子量７００以上の有機樹脂成分の割合が、有機樹脂成分総量に
対して１５～９０質量％含んでなるものであり、かつ該分子量分布における分子量７００
未満の有機樹脂成分の割合が、有機樹脂成分総量に対して１０～８５質量％含んでなるも
のである。このように、分子量が７００以上の有機樹脂成分（以下、「高分子量成分」と
も言う。）と７００未満の有機樹脂成分（以下、「低分子量成分」とも言う。）とを必須
とすることにより、製造時の粘度低減と製品の機械強度の向上という効果が得られること
となる。すなわち、樹脂組成物の加工特性（粘度、流れ性）に優れ、樹脂組成物の硬化物
の機械的強度に優れるといった、両特性を満足するものとすることができる。有機樹脂成
分として、高分子量成分だけであると、樹脂組成物の粘度が上昇する。また、低分子量成
分のみであると、硬いが脆いものとなり、割れやすくなる。この問題は低分子量成分が硬
化性樹脂、特に多官能エポキシ化合物である場合に顕著である。本発明のように、低分子
量成分と高分子量成分とを併用することによって、成形性を向上させ、かつ割れにくく、
取り扱い性の改善されたものとすることができる。また、樹脂組成物を硬化させる際の硬
化収縮率については、高分子量成分の方が低分子量成分より小さいことから、高分子量成
分を多く含むことが好ましく、高分子量成分及び低分子量成分の含有量を調整することに
よって、硬化収縮率についても調整することができる。これらの高分子量成分と低分子量
成分とは、組成が同じであってもよく、異なっていてもよい。例えば、図１（ａ）及び（
ｂ）は、分子量分布を示す模式図であり、縦軸は、化合物の量を示し、横軸は、分子量を
示しているが、図１（ａ）で示すように、分子量が７００未満である領域と７００以上で
ある領域との両方にまたがった、一つのピークの極大値を有する分子量分布であってもよ
いし、図１（ｂ）で示すように、７００未満である領域と７００以上である領域とのそれ
ぞれにピークの極大値を有する分子量分布であってもよい。
【００１０】
上記樹脂組成物は、その分子量分布において、分子量７００未満の領域に少なくとも１つ
の分子量ピークの極大値を有し、かつ、分子量７００以上の領域に少なくとも１つの分子
量ピークの極大値を有するものであることが好ましい。このように、分子量７００未満の
領域と分子量７００以上の領域とのそれぞれに分子量ピークの極大値を有する場合、樹脂
組成物を構成する有機樹脂成分の分子量に低分子側と高分子側とで偏りが生じていること
となる。このような場合、低分子量成分を含むことにより得られる効果と高分子量成分を
含むことにより得られる効果をより顕著に発揮することができる。なお、分子量分布にお
いて、極大値を有する２つのピークは、図１（ｂ）で示すように一部で重なっていてもよ
いし、重ならずに完全に分離したものであってもよい。また、２つのピークの極大値に起
因する化合物の組成は同じものであってもよいし、異なるものであってもよい。
上記樹脂組成物は、重量平均分子量が７００以上の有機樹脂成分を少なくとも１種、及び
、重量平均分子量が７００未満の有機樹脂成分を少なくとも１種含んでなることが好まし
い。このように、重量平均分子量が異なる２種を含むことにより、低分子量成分を含むこ
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とにより得られる効果と高分子量成分を含むことにより得られる効果をより顕著に発揮す
ることができる。なお、重量平均分子量は、同様の組成で構成される一種により平均され
たものである。
【００１１】
また、上記樹脂組成物は、重量平均分子量が７００以上の有機樹脂成分の総量が、有機樹
脂成分の総量に対して、１５～９０質量％であることが好ましい。言い換えると、重量平
均分子量が７００未満の有機樹脂成分の総量が、有機樹脂成分の総量に対して、１０～８
５質量％であることが好ましい。このように、重量平均分子量が異なる２種の化合物を含
むことにより、低分子量成分を含むことにより得られる効果と高分子量成分を含むことに
より得られる効果をより顕著に発揮することができる。
なお、樹脂組成物中の有機樹脂成分の分子量、及び、分子量分布における有機樹脂成分の
割合は、以下に示す方法で測定することができる。
【００１２】
＜分子量及び分子量分布の測定方法＞
上記有機樹脂成分に含まれる化合物、例えば、分子量７００未満の有機樹脂成分、分子量
７００未満の有機樹脂成分等の分子量は次のようにして求めることができる。高分子量成
分の割合は、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）の分子量検量線から求
めた分子量７００以上の高分子側領域のＳ１と全領域Ｓ２との比率（Ｓ１／Ｓ２）であり
、低分子量成分の割合は、分子量７００未満の低分子側領域のＳ０と全領域Ｓ２との比率
（Ｓ０／Ｓ２）である。例えば、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（東ソー社製
、商品名「ＨＬＣ－８２２０ＧＰＣ」を用い、下記の条件で測定することができる。
【００１３】
（分子量の測定条件）
カラム：東ソー社製「ＴＳＫ－ＧＥＬ　ＳＵＰＥＲ　ＨＺＭ－Ｎ　６．０＊１５０」×４
本
溶離液：テトラヒドロフラン
流速：０．６ｍＬ／分
温度：４０℃
尚、分子量７００のポイントは、標準サンプルとしてポリスチレンオリゴマー（東ソー社
製、商品名「ＴＳＫスタンダードポリスチレン」を用い、この標準サンプルで上記ＧＰＣ
条件における分子量検量線を作成して求めた。また、分子量７００以上の有機樹脂成分及
び分子量７００未満の有機樹脂成分の含有量は、この検量線を使用し、次のような方法で
求めた。まず、上記ＧＰＣ条件で測定対象となる樹脂組成物のクロマトグラムを得る。検
量線上の分子量７００の点から垂線を下ろしたとき、この垂線とベースラインとピーク波
形で囲まれる高分子量側領域の面積Ｓ１と、クロマトグラムとベースラインで囲まれた全
ピーク波形面積Ｓ２の比率（Ｓ１／Ｓ２）を全樹脂組成物に占める、分子量７００以上の
含有量（ｗｔ％）とした。また、分子量７００未満の含有量（ｗｔ％）は、上記垂線とベ
ースラインとピーク波形で囲まれる低分子量側領域の面積Ｓ０と、クロマトグラムとベー
スラインで囲まれた全ピーク波形面積Ｓ２の比率領域分子量７００未満の低分子側領域の
Ｓ０と全領域Ｓ２との比率（Ｓ０／Ｓ２）である。
本発明の樹脂組成物の一形態について、ＧＰＣ分析結果及び検量線を示すチャート図を図
２に示す。ＧＰＣ分析では、樹脂組成物中の有機樹脂成分が測定でき、ＧＰＣ分析結果を
用いて上記方法により、有機樹脂成分総量に対する分子量が７００以上の有機樹脂成分の
割合を得ることができる。
【００１４】
上述のように、ＧＰＣにより分子量７００以上の有機樹脂成分、分子量７００未満の有機
樹脂成分、それぞれの含有量の分析をすることが可能である。その構成成分等の分析につ
いては、前記のＧＰＣ装置に東ソー社製のＦＣ－８０１０、ＡＳ８０７１等の分取装置を
組み合わせることで、樹脂組成物中の目的分子量の成分を分取し、その特定分子量成分に
ついてＮＭＲ分析、ＩＲ分析、元素分析等で構造・定量分析を実施することで、樹脂組成
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物の構成成分の分析が可能である。
【００１５】
上記有機樹脂成分は、例えば、硬化性樹脂、熱可塑性樹脂等が好ましい。例えば、プラス
チックレンズ用途においては、無機のレンズに比べて加工が容易であり、大きさや形状を
自由に変えられ、大量生産にも好適である。有機樹脂成分としてゼオネックスなどの熱可
塑性樹脂が加工性の面から好適に用いられる。熱硬化性樹脂は、熱可塑性樹脂に比べて、
加工の面に困難さを伴うことから現在は普及していないが、本発明においては、例えば、
後述する特定の離型剤を用いること等により、硬化性樹脂も好適に用いることができる。
例えば、金型を用いて連続生産する場合には、熱硬化性樹脂を好適に用いることができる
。可溶性樹脂を溶媒に溶解させて塗布して溶媒を除いて成形体を得る方法もあるが、金型
等の連続生産で溶媒が含まれている場合には、溶媒が金型の内部に残るため、成形体内部
に気泡が生じる可能性がある。一方熱硬化性樹脂においては、金型等で成型するに際して
、溶媒に溶解させなくても成形体を得ることができる。したがって、溶媒を実質的に使用
しない熱硬化性樹脂においては、成形体に気泡が生じることがなく、この点から有利であ
る。また、耐熱性という観点では熱硬化性樹脂が望まれており、耐熱性を求められるレン
ズ等の用途においては、より好ましくは、硬化性樹脂である。また、硬化性樹脂において
は、高分子量成分と低分子量成分を組み合わせる本発明の効果が顕著である。
【００１６】
上記硬化性樹脂としては、硬化性を有するものであれば特に限定されないが、中でも、熱
硬化性樹脂又は光硬化性樹脂であることが好適である。硬化性樹脂の形態としては、例え
ば、（１）液状又は固形の硬化性樹脂からなる形態、及び、（２）液状又は固形の硬化性
樹脂と溶剤（非硬化性）等を含有する形態等が挙げられる。（３）液状若しくは固形の非
硬化性樹脂、分子量が７００以上の有機樹脂成分及び分子量が７００未満の有機樹脂成分
を含有する形態等が挙げられる。上記（３）液状若しくは固形の非硬化性樹脂、分子量が
７００以上の有機樹脂成分及び分子量が７００未満の有機樹脂成分を含有する形態として
は、例えば、ＰＭＭＡ等のアクリル樹脂のオリゴマー成分と（メタ）アクリレートモノマ
ー等を含有する形態を挙げることができる。
【００１７】
上記硬化性樹脂としては、例えば、エポキシ基を少なくとも１つ有する化合物、多価フェ
ノール化合物、重合性不飽和結合を有する化合物、脂環式化合物、水添化合物等を好適に
使用することができ、これらの化合物を単独、又は、２種以上の混合物として使用するこ
ともできる。なお、本明細書中で「エポキシ基」とは、３員環のエーテルであるオキシラ
ン環を含む基を意味するものである。具体的には、エポキシ基、エポキシ基の構造を含む
グリシジル基が好ましい。エポキシ基としては、エポキシシクロヘキシル基等のエポキシ
基、グリシジルエーテル基、グリシジルエステル基等のグリシジル基等を好適に用いるこ
とができる。これらの中でも、脂環式化合物（脂環式硬化材料）及び水添化合物（水添硬
化材料）の少なくとも一方を含むものであることが好ましい。脂環式化合物や水添化合物
を用いることで、アッベ数、屈折率等の光学特性の調整をより容易に行うことができ、光
学特性を優れたものとすることができ、種々の用途に好適に用いることができる。
上記脂環式化合物及び水添化合物としては、後述するビスフェノール類やテトラメチルビ
フェノール、テトラメチルビスフェノールＦ、ハイドロキノン、ナフタレンジオール等の
芳香族骨格を水素化した脂環式グリコール類；３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－
３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、ビス－（３，４－エポキシシクロヘ
キシル）アジペート等の脂環式エポキシ樹脂；トリグリシジルイソシアヌレート等のヘテ
ロ環含有のエポキシ樹脂等の脂環式エポキシド；脂環式変性ネオペンチルグリコール（メ
タ）アクリレート（日本化薬社製の「Ｒ－６２９」又は「Ｒ－６４４」）；テトラヒドロ
フルフリル（メタ）アクリレート、モルフォリノエチル（メタ）アクリレート等の構造中
に酸素原子及び／又は窒素原子を有する脂環式アクリレート；Ｎ－シクロヘキシルマレイ
ミド等の脂環式単官能マレイミド類；Ｎ，Ｎ´－メチレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ´－エ
チレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ´－トリメチレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ´－ヘキサメチ
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レンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ´－ドデカメチレンビスマレイミド、１，４－ジマレイミド
シクロヘキサン等の脂環式ビスマレイミド；水添ビスフェノールＡ型エポキシ化合物、水
添ビスフェノールＳ型エポキシ化合物、水添ビスフェノールＦ型エポキシ化合物等の水添
エポキシ化合物が好ましい。これらの中でも、より好ましくは脂環式エポキシ化合物及び
／又は水添エポキシ化合物であり、更に好ましくは、脂環式エポキシ化合物である。なお
、上記水添エポキシ化合物とは、エポキシ化合物の水添物のことであり、例えば、ビスフ
ェノールＡ型エポキシ樹脂、水添ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、水添ビスフェノール
Ｆ型エポキシ樹脂等の芳香族多官能グリシジルエーテル化合物の水添物であることが好ま
しい。
【００１８】
上記硬化性樹脂としては、エポキシ基を有するエポキシ化合物であることが好ましい。エ
ポキシ化合物の含有量は特に限定されないが、総有機樹脂成分中４０質量％以上であるこ
とが好ましい。より好ましくは、６０質量％以上であり、更に好ましくは、８０質量％以
上であり、特に好ましくは、実質的にすべてがエポキシ化合物であることである。
上述したことから、硬化性樹脂組成物に含まれる有機樹脂成分としては、脂環式硬化材料
にエポキシが含まれる脂環式エポキシ材料、及び／又は、水添硬化材料にエポキシが含ま
れる水添エポキシ材料であることが好ましい。つまり、上記樹脂組成物は、脂環式エポキ
シ化合物及び水添エポキシ化合物の少なくとも一方を必須とするものであることがより好
ましい。なお、脂環式エポキシ化合物は、エポキシ基を含む脂環式化合物のことであり、
同様に、水添エポキシ化合物は、エポキシ基を含む水添化合物のことである。
このように、上記有機樹脂成分は、脂環式エポキシ化合物、及び／又は、水添エポキシ化
合物を必須とするものである樹脂組成物もまた、本発明の好ましい形態の一つである。脂
環式エポキシ化合物、及び／又は、水添エポキシ化合物は、有機樹脂成分に含まれていれ
ばよくその含有量は特に限定されないが、総有機樹脂成分における好ましい含有量として
は、上述したエポキシ化合物の含有量と同様である。
また、樹脂組成物総量に対するエポキシ当量としては、１００～３０００であることが好
ましい。エポキシ当量が３０００を超えると、硬化物（例えば、レンズ等）の熱膨張係数
が大きくなる。１００未満であると、硬化物が機械的に脆くなるおそれがある。樹脂組成
物総量に対するエポキシ当量として、より好ましくは、１１０～１４００であり、更に好
ましくは、１５０～１０００である。なお、「樹脂組成物総量に対するエポキシ当量」は
、樹脂組成物の総質量を、該樹脂組成物中に含有されているエポキシ基のモル数で割るこ
とによって求められる。
【００１９】
上記脂環式エポキシ化合物としては、エポキシシクロヘキサン骨格を有するエポキシ樹脂
、環状脂肪族炭化水素に直接又は炭化水素基を介してエポキシ基が付加したエポキシ樹脂
等が好適である。脂環式エポキシ化合物としてより好ましくは、エポキシシクロヘキサン
基を有する樹脂が好適である。上記水添エポキシ化合物としては、ビスフェノール型エポ
キシ樹脂等の芳香族多官能グリシジルエーテル化合物の水添物が好適である。水添エポキ
シ化合物としてより好ましくは、芳香族エポキシ化合物の完全又は部分水添物等がより好
ましい。
【００２０】
本発明では、硬化性樹脂として、熱可塑性樹脂等の非硬化性成分と低分子量の硬化性化合
物とを含有したものを好適に使用することもできる。熱可塑性樹脂としては、例えば、ポ
リエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、アクリロニトリル・スチレン共重合体（Ａ
Ｓ樹脂）、アクリロニトリル・ブタジエン・スチレンからなるＡＢＳ樹脂、塩化ビニル樹
脂、（メタ）アクリル樹脂、ポリアミド樹脂、アセタール樹脂、ポリカーボネート樹脂、
ポリフェニレンオキシド、ポリエステル、ポリイミド等を挙げることができる。前記硬化
性化合物としては、多価フェノール化合物、重合性不飽和結合を有する化合物、及び、後
述するエポキシ基を少なくとも１つ有する化合物について例示する中から、適宜選択して
使用すればよい。なお、本発明の有機樹脂として好適に用いることができるエポキシ基を
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少なくとも１つ有する化合物、多価フェノール化合物、重合性不飽和結合を有する化合物
については、後述する。
【００２１】
上記有機樹脂成分においては、高アッベ数の光学部材に適用する場合は、アッベ数が４５
以上であることが好ましい。上記アッベ数が４５以上であるとは、「全有機樹脂成分のア
ッベ数の平均値が４５以上である」ことを意味するものであり、アッベ数が４５未満の有
機樹脂成分が含まれていてもよい。アッベ数を４５以上（全有機樹脂成分のアッベ数の平
均値が４５以上）とすることで、樹脂組成物を光学用途に用いた場合に、光の分散が小さ
くなり、解像度があがり、光学特性に優れたものとすることができる。４５未満であると
、例えば、眼鏡用レンズに用いた場合ににじみがみられるおそれがあり、充分な光学特性
を発揮せず、種々の光学用途に好適な材料とはならないおそれがある。上記有機樹脂成分
においては、後述するような好適な形態を適宜組み合わせることによりアッベ数を４５以
上とすることができる。
上記アッベ数としてより好ましくは４７以上であり、更に好ましくは、５０以上である。
上記有機樹脂成分としては、アッベ数が４５以上（全有機樹脂成分のアッベ数の平均値が
４５以上）のものであることが好適であるが、例えば、アッベ数４５以上の有機樹脂が全
有機成分中４０質量％以上含まれることが好ましい。アッベ数４５以上の有機樹脂の割合
としてより好ましくは、６０質量％以上であり、更に好ましくは、８０質量％以上であり
、特に好ましくは、１００質量％（実質的にすべてがアッベ数４５以上のもの）である。
【００２２】
上記有機樹脂成分は、分子量が７００以上の有機樹脂成分を含むものである。有機樹脂成
分がこのような分子量を有する有機樹脂を含むことにより、樹脂組成物を硬化させたとき
に、一体感のあるものとでき、剥離の際の強度が向上し、割れることがなく、好適な材料
硬度とすることができる。
上記有機樹脂成分は、分子量が７００以上の有機樹脂の含有量を、有機樹脂成分１００質
量％中、１５～９０質量％含んでなるものである。分子量が７００以上の成分（有機樹脂
）が有機樹脂成分中に１５質量％未満であると、樹脂組成物を硬化させたときの強度が充
分ではないおそれがあり、また、９０質量％を超えると、成型のしやすさが充分ではなく
なるおそれがある。分子量が７００以上の有機樹脂の含有量として好ましくは、３０～９
０質量％であり、より好ましくは、３５～８０質量％であり、更に好ましくは、４０～７
０質量％である。
上記有機樹脂成分に必須として含まれる、分子量が７００以上の有機樹脂の分子量として
は、７００～１００００であることが好ましい。分子量が１００００を超えると、樹脂組
成物の透明性が充分ではなくなるおそれがある。上記高分子量成分の分子量として、より
好ましくは、１０００～５０００であり、更に好ましくは、２０００～４０００である。
上記高分子量成分のエポキシ当量としては、１３０～５０００であることが好ましい。よ
り好ましくは、１８０～２５００であり、更に好ましくは、３５０～２０００である。な
お、「高分子量成分のエポキシ当量」は、高分子量成分の総質量をエポキシ基の数で割る
ことで求められる。上記分子量が７００以上の高分子量成分としては、例えば、脂環式エ
ポキシ化合物、水添エポキシ化合物、芳香族エポキシ化合物等を好適に用いることができ
る。具体的には既に記述のＹＬ－７１７０、ＹＸ－８０３４、ＥＨＰＥ－３１５０等であ
るが、これらはそれ自体が、上記分子量７００以上の高分子量成分を１５質量％以上含む
エポキシ化合物であるため、本発明の樹脂組成物における高分子成分の原料として好適に
使用し得る。更に、ＹＬ－７１７０、ＥＨＰＥ－３１５０は、重量平均分子量が７００以
上であり、高分子成分の原料として、好ましく採用し得る。
【００２３】
上記有機樹脂成分は、分子量が７００未満の有機樹脂成分を含むものである。有機樹脂成
分がこのような分子量を有する有機樹脂を含むことにより、低粘度の硬化性樹脂組成物と
することができ、硬化性樹脂組成物の成形性を向上させることができる。上記有機樹脂成
分に必須として含まれる有機樹脂の分子量としては、１５０～７００であることが好まし
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い。分子量が１５０未満であると、成型時の揮発による成形物のふくれを発生するおそれ
がある。
上記有機樹脂成分においては、分子量が７００未満の有機樹脂の含有量が、有機樹脂成分
１００質量％中、１０～７０質量％含んでなるものであることが好ましい。分子量が７０
０未満の成分（有機樹脂）が有機樹脂成分中に１０質量％未満であると、成型のしやすさ
が充分ではなくなるおそれがあり、また、７０質量％を超えると、樹脂組成物を硬化させ
たときの強度が充分ではないおそれがある。分子量が７００未満の有機樹脂の含有量とし
て好ましくは、２０～６５質量％であり、より好ましくは、３０～６０質量％である。
上述した樹脂組成物における分子量７００未満の有機樹脂成分の原料としては、例えば、
水添エポキシ化合物としてはＹＸ８０００、ＹＸ８０３４、脂環式エポキシ化合物として
はセロキサイド２０２１Ｐ、芳香族エポキシ化合物としてはオグソールＰＧ１００が好ま
しく例示される。
【００２４】
上記硬化性樹脂組成物は、光学部材として好適に用いることができるものであり、高分子
量成分と、低分子量成分との含有量を調整することによって、アッベ数、屈折率等の光学
特性についても調整することができる。これにより、例えば、高アッベ光学部材、低アッ
ベ光学部材を製造することができる。以下、高アッベ光学部材としての好ましい形態、低
アッベ光学部材としての好ましい形態についてそれぞれ説明する。
【００２５】
上記高アッベ光学部材としては、アッベ数が高いという理由から、低分子量成分及び高分
子量成分がともに水添エポキシ化合物、及び／又は、脂環式エポキシ化合物を含むもので
あることが好ましい。低分子量成分及び高分子量成分として好ましくは、低分子量成分及
び高分子量成分の８０質量％以上が、水添エポキシ化合物及び／又は脂環式エポキシ化合
物であることである。低分子量成分のうち、８０質量％以上が水添及び／又は脂環式であ
り、高分子量成分のうち、８０質量％以上が水添及び／又は脂環式であることが特に好ま
しい。また、高アッベ光学部材を製造する場合には、上述したアッベ数４５以上の有機樹
脂を用いることがより好ましい。有機樹脂成分１００質量％に対する、アッベ数４５以上
の有機樹脂の含有量は、上述した範囲であることが好ましい。
また、低分子量成分及び高分子量成分がともに水添エポキシ化合物であること、低分子量
成分及び高分子量成分がともに脂環式エポキシ化合物であることもまた好ましい形態であ
る。
【００２６】
また、高アッベ光学部材として用いる場合、組成物、硬化物における、不飽和結合量が１
０質量％以下であることが好ましい。不飽和結合を有する化合物としては、例えば、有機
樹脂成分における芳香環（例えば、フェニル基）、二重結合を有するアルケニル基等が挙
げられる。なお、不飽和結合を有する化合物は、有機樹脂成分や、必要に応じて添加され
るその他の成分のいずれかに含まれることとなる。このような不飽和結合を有する化合物
は、一般にアッベ数を下げることから、不飽和結合の含有量が１０質量％を超えると、樹
脂組成物のアッベ数が充分に大きなものとはならず、例えば、レンズとして用いた場合に
光のにじみが大きくなり、種々の用途に好適に用いることができないおそれがある。不飽
和結合を有する化合物の割合としてより好ましくは、樹脂組成物（有機樹脂成分と必要に
応じてその他の成分）１００質量％中、８質量％以下であり、更に好ましくは、６質量％
以下である。特に好ましくは、実質的に含まれないことである。すなわち、有機樹脂成分
、必要に応じて添加されるその他の成分のいずれにも含まれない形態が好ましい。
このような不飽和結合を有する化合物としては樹脂組成物を硬化した硬化物においても含
有量が上記範囲であることが好ましい。このように、二重結合性（芳香環等）の含有量が
樹脂中に１０％以下である樹脂組成物及び硬化物もまた、本発明の好ましい形態の一つで
ある。このような硬化性樹脂組成物は、例えば、波長分散の低い高アッベレンズ等として
好適に用いることができる。
【００２７】
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上記低アッベ光学部材としては、短時間で硬化が進むため、低分子量成分及び高分子量成
分がともに水添エポキシ化合物、及び／又は、脂環式エポキシ化合物を含むものであるこ
とが好ましい。また、アッベ数制御のため、芳香族エポキシ化合物を１０質量％以上含む
ことが好ましい。より好ましくは、３０質量％以上であることが好ましい。総有機樹脂成
分中の芳香族エポキシ化合物の含有量範囲としては、１０～５０質量％であることが好ま
しく、より好ましくは、３０～５０質量％以上である。芳香族エポキシ化合物は、低分子
量成分の１つであることが好ましい。芳香族エポキシ化合物としては、ビスフェノール骨
格を有する、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポシキ樹脂、炭素
数が７個以上の共役構造を有する芳香族化合物であることが好ましい。
【００２８】
上記硬化性樹脂組成物、該硬化性樹脂組成物を硬化してなる硬化物においては、不飽和結
合量が１０質量％を超えるものであることが好ましい。これによれば、低アッベ数であり
、かつ屈折率の高いことが要求される光学部材として好適に用いることができる。同様に
、上記樹脂組成物についても、不飽和結合を有する化合物の割合が１０質量％を超えるも
のであることが好ましい。更に、低分子量成分としては、その少なくとも１つが炭素数が
７個以上の共役構造を有する芳香族化合物であることが好ましい。上記７個以上の炭素原
子から構成される共役構造とは、１つの共役単位を構成することになる原子団に属する炭
素数が７個以上であるものである。共役単位は、共役二重結合を例に取れば、少なくとも
２個の二重結合と１個の単結合を含むことになるが、本発明においては、共役し得る二重
結合と単結合のすべてを含んだ構造単位を１つの共役単位として炭素数を数えることにな
り、当該単位を含む結合構造を示した場合に、共鳴に関わる部分の一まとまりを一つの共
役単位という。従って、低アッベ光学部材としては、低分子量成分として水添及び／又は
脂環式と芳香族エポキシ化合物（炭素数が７個以上の共役構造を含む）とを含み、高分子
量成分として水添及び／又は脂環式を含む形態が好ましい。共役単位の好ましい形態は後
述する。
【００２９】
上記７個以上の炭素原子から構成される共役構造を有する芳香族化合物としては、具体的
には、下記化学式（１－１）～（１－８）：
【００３０】
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【化１】

【００３１】
で表される構造のいずれかを有することが好ましい。すなわち、上記化学式（１－１）で
表されるフルオレン骨格（１３個の炭素原子によって構成された共役構造）、上記化学式
（１－２）で表されるアントラセン環（１４個の炭素原子によって構成された共役構造）
、上記化学式（１－３）で表されるジベンゾチオフェン環（１２個の炭素原子によって構
成された共役構造）、上記化学式（１－４）で表されるカルバゾール（１２個の炭素原子
によって構成された共役構造）、上記化学式（１－５－１）及び（１－５－２）で表され
るスチルベン（１４個の炭素原子によって構成された共役構造）、上記化学式（１－６）
で表されるビフェニル（１２個の炭素原子によって構成された共役構造）、上記化学式（
１－７）で表されるナフタレン環（１０個の炭素原子によって構成された共役構造）のい
ずれかを有することが好ましい。これらの中でも、フルオレン、カルバゾール等を骨格構
造に有するものや、アントラセン環、ジベンゾチオフェン環を有するものであることがよ
り好ましい。すなわち、上記共役構造が、フルオレン骨格、アントラセン環、ジベンゾチ
オフェン環及びカルバゾール骨格から選ばれる少なくとも一つの構造を必須とすることは
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、本発明の好ましい形態の一つである。上記共役構造としては、上述した骨格や環構造を
有するものであればいずれも好適に用いることができる。また、上記化学式（１－８）で
表されるフルオレン骨格にビスフェノールが結合した構造（２５個の炭素原子によって構
成された共役構造）等がより好ましい形態として挙げられる。
なお、骨格構造に有するとは、これらの構造において、共鳴構造を有する範囲で置換基を
有していてもよいことを意味する。
【００３２】
なお、上記した化合物等の共役構造の数え方の具体例については下記の通りである。
例えば、下記式（ａ）で表されるフルオレン構造は太線部でも６員環同士が結ばれている
。その結果、芳香環に挟まれた真ん中の５員環も共鳴構造になっているので、点線の丸印
で囲んだ炭素も共役構造の一部となり、共役構造は１３個となる。更に、下記式（ｂ）で
表される構造のように、フルオレン構造とベンゼン環が直接結合すると、共役構造が更に
拡張することになり、構造の共役構造は２５個となる。
それに対し、下記式（ｃ）で表されるビスフェノールＡのような構造を有する化合物であ
る場合には、フルオレン構造のように中心の炭素が芳香環に結合してはいるが、中心の炭
素自身は環構造の一部ではなく共役構造をとっていないので、この場合の一つの共役構造
を構成する炭素数は６個となる。
【００３３】
【化２】

【００３４】
また、直鎖状の化合物の場合には、下記式（ｄ）及び（ｅ）に示す構造である場合ともに
一つの共役構造を構成する炭素数は７個と数える。
【００３５】

【化３】

【００３６】
上記分子量が７００以上の有機樹脂成分（高分子量成分）と７００未満の有機樹脂成分（
低分子量成分）とを含む樹脂組成物の調製方法としては、低分子量成分を溶媒に分散させ
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た後、必要に応じて他の成分とを混合し、溶媒（溶剤）を留去した後、高分子量成分を添
加する方法が好ましい。低分子量成分を溶媒に分散させた分散液、又は、低分子量成分と
必要に応じてその他の成分とを混合した混合物（溶媒を含む混合物）１００質量％中、溶
媒を５質量％以下となるよう調製してなる形態が好ましい。上記のように混合することで
、樹脂組成物の粘度が上昇することなく、好適な樹脂組成物を得ることができる。また、
高分子量成分の樹脂組成物へのなじみをよくすることができる。このように、有機樹脂成
分を含む硬化性樹脂組成物を製造する方法であって、該製造方法は、分子量が７００未満
の有機樹脂成分（低分子量成分）を溶媒中に分散させ、該溶媒の少なくとも一部を留去し
た後、分子量が７００以上の有機樹脂成分（高分子量成分）を混合し、最終的に溶媒５質
量％以下で調製する工程を含む樹脂組成物の製造方法もまた、本発明の好ましい実施形態
の一つである。
【００３７】
上記溶媒量としては、混合物（分子量が７００以上の有機樹脂成分及び分子量が７００未
満の有機樹脂成分と、必要に応じてその他の有機樹脂成分と溶媒との混合物）１００質量
％中、溶媒５質量％以下である。５質量％を超えると発泡や成形体の強度低下のおそれが
ある。溶媒量としてより好ましくは、３質量％以下であり、更に好ましくは、１質量％以
下である。一方、本発明の好ましい形態の一つとして溶媒を用いた樹脂組成物の製造時（
脱溶媒時）の粘度上昇を抑えるという観点からは、０．０５～５質量％の溶媒を混合物（
樹脂組成物）１００質量％中に残すことが好ましい。溶媒の残存量としてより好ましくは
、０．１～３質量％であり、更に好ましくは、０．５～２質量％である。本発明において
は、例えば、高沸点溶媒等を同時にエバポレートすることにより、短期間で溶媒を上記範
囲とすることができ、樹脂組成物を好適に得ることができることとなる。上記溶媒として
は、２－エチル－１－ヘキサノール、ドデカノール等の高沸点アルコールが好ましい。な
お、高沸点アルコールの具体例については、後述する。このような高沸アルコールの残存
量は、０．０１～２質量％であることが好ましい。
【００３８】
上記樹脂組成物はまた、可とう性を有する成分（可とう性成分）を含むことが好適である
。可とう性成分を含むことにより、一体感のある樹脂組成物とできる。上記可とう性成分
としては、（１）有機樹脂成分とは異なる化合物からなる可とう性成分である形態、（２
）有機樹脂成分の１種が可とう性成分である形態のいずれも好適に適用することができる
。具体的には、－〔－（ＣＨ２）ｎ１－Ｏ－〕ｍ１－　で表されるオキシアルキレン骨格
を有する化合物（ｎ１は２以上、ｍ１は１以上の整数である。好ましくは、ｎ１は２～１
２、ｍ１は１～１０００の整数である。より好ましくは、ｎ１は３～６、ｍ１は１～２０
の整数である。）；高分子エポキシ樹脂（例えば、水添ビスフェノール（ジャパンエポキ
シレジン社製、ＹＬ－７１７０、エポキシ当量１４００、固形水添エポキシ樹脂）；液状
ニトリルゴム等の液状ゴム、ポリブタジエン等の高分子ゴム、粒径１００ｎｍ以下の微粒
子ゴム等が好ましい。これらの中でもより好ましくは、末端や側鞘や主鎖骨格等に硬化性
の官能基を含む化合物である。このように、上記可とう性成分は、硬化性の官能基を含ん
でなる樹脂組成物もまた、本発明の好ましい形態の一つである。なお、上記「硬化性の官
能基」とは、「エポキシ基、オキセタン基等の熱又は光で硬化する官能基（樹脂組成物を
硬化反応をさせる基）」をいう。
【００３９】
上記可とう性成分としては、硬化性の官能基を含む化合物を好適に適用できるが、硬化性
の官能基を含む化合物の中でも特に好ましくは、エポキシ基を含む化合物である。
上記可とう性成分の含有量としては、有機樹脂成分と可とう性成分との合計１００質量％
中、有機樹脂成分を４０～９９質量％、可とう性成分を０．０１～４０質量％含むことが
好ましい。可とう性成分が４０％以下である樹脂組成物が好適である。可とう性成分の含
有量としてより好ましくは、０．１～３０質量％であり、更に好ましくは、０．５～２０
質量％である。
上記樹脂組成物としては、粘度が１００００Ｐａ・ｓ以下であることが好ましい。より好
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ましくは、１０００Ｐａ・ｓ以下であり、更に好ましくは、２００Ｐａ・ｓ以下であり、
特に好ましくは１０～２００Ｐａ・ｓである。粘度の下限としては、１Ｐａ・ｓ以上であ
ることが好ましく、より好ましくは５Ｐａ・ｓ以上であり、更に好ましくは１０Ｐａ・ｓ
以上である。
【００４０】
本発明の樹脂組成物の硬化方法としては、熱硬化や光硬化等の種々の方法を好適に用いる
ことができるが、樹脂組成物に硬化剤や必要に応じてその他の材料を混合して１液とし、
硬化物の形状に合わせた金型内で該混合液を硬化させ、その後硬化物を金型から取り出す
方法が好適に用いられる。このような方法においては、硬化剤等を混合した硬化性樹脂組
成物の粘度は、取り扱いが容易であることから、著しく上昇しない方が好ましい。すなわ
ち、混合直後に比べて２５℃で３日間保存後の硬化性樹脂組成物の粘度が、２００％以下
であることが好ましい。２００％を超えると、金型への液の注入が困難となりうるおそれ
があり、金型内での流動性にも悪影響を与えるおそれがある。より好ましくは、１８０％
以下であり、更に好ましくは、１５０％以下である。このように、上記樹脂組成物は、硬
化性樹脂組成物として１液での混合物の粘度上昇率が、２５℃で３日間保存後に混合直後
に比べて２００％以下となる樹脂組成物もまた、本発明の好ましい形態の一つである。
【００４１】
本発明の樹脂組成物は、有機樹脂成分を含むものであり、該有機樹脂成分の好適な例は上
述したとおりである。すなわち、エポキシ基を少なくとも１つ有する化合物、多価フェノ
ール化合物、重合性不飽和結合を有する化合物、脂環式化合物等の硬化性樹脂が好適であ
り、中でも、脂環式化合物が好ましい。
以下、本発明の有機樹脂として好適に用いることができるエポキシ基を少なくとも一つ有
する化合物、多価フェノール化合物、重合性不飽和結合を有する化合物について説明する
。なお、有機樹脂成分は、不飽和結合量が少ないものが好ましいことから、多価フェノー
ル化合物の芳香環等不飽和結合を有するものは、樹脂組成物の不飽和結合が１０質量％以
下となるように含まれることが好適である。
上記有機樹脂は、エポキシ基を少なくとも一つ有するものであることが好ましい。エポキ
シ基を少なくとも一つ有することにより、従来の熱硬化性プラスチック材料と同等の作業
性を有しながら、無機ガラスに匹敵する耐熱性を示し、成形、加工性に優れるといった優
れた特性を発揮することができる。このように、上記樹脂組成物は、エポキシ基を少なく
とも１つ有するものである樹脂組成物もまた、本発明の好ましい形態の一つである。
【００４２】
上記エポキシ基を少なくとも１つ有する化合物としては、以下のような化合物等が好適で
ある。ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ、フルオレンビスフェノ
ール等のビスフェノール類とエピハロヒドリンとの縮合反応により得られるエピビスタイ
プグリシジルエーテル型エポキシ樹脂、及び、これらを上記ビスフェノールＡ、ビスフェ
ノールＦ、ビスフェノールＳ、フルオレンビスフェノール等のビスフェノール類と更に付
加反応させることにより得られる高分子量エピビスタイプグリシジルエーテル型エポキシ
樹脂；フェノール、クレゾール、キシレノール、ナフトール、レゾルシン、カテコール、
ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ、フルオレンビスフェノール等
のフェノール類とホルムアルデヒド、アセトアルテヒド、プロピオンアルデヒド、ベンズ
アルデヒド、ヒドロキシベンズアルデヒド、サリチルアルデヒド、ジシクロペンタジエン
、テルペン、クマリン、パラキシリレングリコールジメチルエーテル、ジクロロパラキシ
リレン、ビスヒドロキシメチルビフェニル等を縮合反応させて得られる多価フェノール類
を更にエピハロヒドリンと縮合反応することにより得られるノボラック・アラルキルタイ
プグリシジルエーテル型エポキシ樹脂；テトラメチルビフェノール、テトラメチルビスフ
ェノールＦ、ハイドロキノン、ナフタレンジオール等とエピハロヒドリンとの縮合反応に
より得られる芳香族結晶性エポキシ樹脂、及び、更に上記ビスフェノール類やテトラメチ
ルビフェノール、テトラメチルビスフェノールＦ、ハイドロキノン、ナフタレンジオール
等を付加反応させることにより得られる芳香族結晶性エポキシ樹脂の高分子量体；上記ビ
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スフェノール類やテトラメチルビフェノール、テトラメチルビスフェノールＦ、ハイドロ
キノン、ナフタレンジオール等の芳香族骨格を水素化した脂環式グリコール類やエチレン
グリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコー
ル、ＰＥＧ６００、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレング
リコール、テトラプロピレングリコール、ＰＰＧ、グリセロール、ジグリセロール、テト
ラグリセロール、ポリグリセロール、トリメチロールプロパン及びその多量体、ペンタエ
リスリトール及びその多量体、グルコース、フルクトース、ラクトース、マルトース等の
単／多糖類等とエピハロヒドリンとの縮合反応により得られる脂肪族グリシジルエーテル
型エポキシ樹脂；（３，４－エポキシシクロヘキサン）メチル３´，４´－エポキシシク
ロヘキシルカルボキシレート等のエポキシシクロへキサン骨格を有するエポキシ樹脂；テ
トラヒドロフタル酸、ヘキサヒドロフタル酸、安息香酸とエピハロヒドリンとの縮合反応
により得られるグリシジルエステル型エポキシ樹脂；ヒダントインやシアヌール酸、メラ
ミン、ベンゾグアナミンとエピハロヒドリンとの縮合反応により得られる室温で固形の３
級アミン含有グリシジルエーテル型エポキシ樹脂。中でも、上記脂肪族グリシジルエーテ
ル型エポキシ樹脂やエポキシシクロヘキサン骨格を有するエポキシ樹脂が光照射時の外観
劣化抑制を目的とした場合はより好適に用いられる。
【００４３】
上記多価フェノール化合物としては、フェノール性水酸基を少なくとも１つ有する芳香族
骨格同士が、炭素数が２以上の有機骨格を介して結合してなる構造を有するものを好適に
使用することができる。上記多価フェノール化合物において、芳香族骨格とは、フェノー
ル性水酸基を少なくとも１つ有する芳香環である。この芳香族骨格は、フェノール型等の
構造を有する部位であり、フェノール型、ハイドロキノン型、ナフトール型、アントラセ
ノール型、ビスフェノール型、ビフェノール型等が好適である。これらの中でもフェノー
ル型が好ましい。また、これらフェノール型等の構造を有する部位は、アルキル基、アル
キレン基、アラルキル基、フェニル基、フェニレン基等によって適宜置換されていてもよ
い。
【００４４】
上記多価フェノール化合物において、有機骨格とは、多価フェノール化合物を構成する芳
香環骨格同士を結合し、炭素原子を必須とする部位を意味するものである。また、炭素数
が２以上の有機骨格としては、環構造を有することが好ましい。環構造とは、脂肪族環、
芳香族環等といった環を有する構造であり、環としては、シクロペンタン環、シクロヘキ
サン環、ベンゼン環、ナフタレン環、アントラセン環等が好ましい。更に、有機骨格とし
ては、トリアジン環、フォスファゼン環等の窒素原子を含有する環構造及び／又は芳香環
を有することが好ましく、中でもトリアジン環及び／又は芳香環を有することが特に好ま
しい。なお、多価フェノール化合物は、上記以外の芳香族骨格や有機骨格を有していても
よく、また、フェノール性水酸基を少なくとも１つ有する芳香族骨格同士が、炭素数が１
の有機骨格（メチレン）を介して結合してなる構造を同時に有していてもよい。
【００４５】
上記多価フェノール化合物は、有機骨格として窒素原子を含有する環構造を有する場合に
は窒素原子含有率が１～５０質量％であることが好ましい。１質量％未満であると、得ら
れる樹脂組成物の難燃性が充分なものとはならないおそれがあり、５０質量％を超えると
、物性と難燃性とが充分に両立されたものとはならないおそれがある。より好ましくは、
３～３０質量％であり、更に好ましくは、５～２０質量％である。なお、窒素原子含有率
とは、多価フェノール化合物を１００質量％としたときの多価フェノール化合物を構成す
る窒素原子の質量割合である。
【００４６】
上記重合性不飽和結合を有する化合物としては、重合性不飽和結合を有するものであれば
よいが、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、フマレート基及びマレイミド基からなる群
より選択される１種以上の基を有する化合物であることが好ましい。すなわち、（メタ）
アクリロイル基を有する化合物、ビニル基を有する化合物、フマレート基を有する化合物
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及びマレイミド基を有する化合物よりなる群から選択される１種以上の化合物であること
が好ましい。なお、本発明においては、（メタ）アクリロイル基とは、アクリロイル基と
メタクリロイル基とを意味するものであり、アクリロイル基を有する場合、アクリロイル
基中にビニル基を有することになるが、この場合には、アクリロイル基とビニル基とを有
することとしないで、アクリロイル基を有することとする。また、フマレート基とは、フ
マレート構造を有する基、すなわちフマル酸エステルの構造を有する基を意味する。
【００４７】
上記（メタ）アクリロイル基を有する化合物としては、（ポリ）エステル（メタ）アクリ
レート、ウレタン（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレート、（ポリ）エー
テル（メタ）アクリレート、アルキル（メタ）アクリレート、アルキレン（メタ）アクリ
レート、芳香環を有する（メタ）アクリレート、脂環構造を有する（メタ）アクリレート
等が挙げられる。これらはそれぞれ１種又は２種以上を用いることができる。
【００４８】
上記ビニル基を有する化合物としては、他末端がハロゲン原子、水酸基又はアミノ基で置
換されていてもよいアルキルビニルエーテル（以下、アルキルビニルエーテルともいう）
、他末端がハロゲン原子、水酸基又はアミノ基で置換されていてもよいシクロアルキルビ
ニルエーテル（以下、シクロアルキルビニルエーテルともいう）、ビニルエーテル基がア
ルキレン基と結合し、更に置換基を有していてもよいアルキル基、シクロアルキル基及び
芳香族基からなる群より選択される１種以上の基と、エーテル結合、ウレタン結合及びエ
ステル結合からなる群より選択される１種以上の結合を介して結合している構造を有する
モノビニルエーテル、ジビニルエーテル及びポリビニルエーテル（以下、モノビニルエー
テル、ジビニルエーテル及びポリビニルエーテルともいう）等が挙げられる。これらはそ
れぞれ１種又は２種以上を用いることができる。
【００４９】
上記フマレート基を有する化合物としては、例えば、ジメチルフマレート、ジエチルフマ
レート等のフマル酸エステル類、フマル酸と多価アルコールとのエステル化反応物等が好
適である。これらは１種又は２種以上を用いることができる。
【００５０】
上記マレイミド基を有する化合物としては、例えば、Ｎ－メチルマレイミド、Ｎ－エチル
マレイミド、Ｎ－プロピルマレイミド、Ｎ－ｎ－ブチルマレイミド、Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチ
ルマレイミド、Ｎ－ペンチルマレイミド、Ｎ－ヘキシルマレイミド、Ｎ－ラウリルマレイ
ミド、２－マレイミドエチル－エチルカーボネート、２－マレイミドエチル－イソプロピ
ルカーボネート、Ｎ－エチル－（２－マレイミドエチル）カーバメート等の単官能脂肪族
マレイミド類；Ｎ－シクロヘキシルマレイミド等の脂環式単官能マレイミド類；Ｎ－フェ
ニルマレイミド、Ｎ－２－メチルフェニルマレイミド、Ｎ－２－エチルフェニルマレイミ
ド、Ｎ－（２，６－ジエチルフェニル）マレイミド、Ｎ－２－クロロフェニルマレイミド
、Ｎ－（４－ヒドロキシフェニル）マレイミド、Ｎ－２－トリフルオロメチルフェニルマ
レイミド等の芳香族単官能マレイミド類；Ｎ，Ｎ´－メチレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ´
－エチレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ´－トリメチレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ´－ヘキサ
メチレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ´－ドデカメチレンビスマレイミド、１，４－ジマレイ
ミドシクロヘキサン等の脂環式ビスマレイミド；Ｎ，Ｎ´－（４，４´－ジフェニルメタ
ン）ビスマレイミド、Ｎ，Ｎ´－（４，４´－ジフェニルオキシ）ビスマレイミド、Ｎ，
Ｎ´－ｐ－フェニレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ´－ｍ－フェニレンビスマレイミド、Ｎ，
Ｎ´－２，４－トリレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ´－２，６－トリレンビスマレイミド、
Ｎ，Ｎ´－〔４，４´－ビス（３，５－ジメチルフェニル）メタン〕ビスマレイミド、Ｎ
，Ｎ´－〔４，４´－ビス（３，５－ジエチルフェニル）メタン〕ビスマレイミド等の芳
香族ビスマレイミド類等が好適である。これらは１種又は２種以上を用いることができる
。
【００５１】
上記重合性不飽和結合を有する化合物として用いることができるその他の化合物としては
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、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリルアミド等の単官能（メタ）アクリルアミド類；メチ
レンビス（メタ）アクリルアミド等の多官能（メタ）アクリルアミド類；酢酸ビニル、ケ
イ皮酸ビニル等のカルボン酸ビニル誘導体；スチレン、ジビニルスチレン等のスチレン誘
導体；ラウリルアクリレート、イソデシルアクリレート、イソステアリルアクリレート、
ラウリルアルコールエトキシアクリレート、エポキシステアリルアクリレート、２－（１
－メチル－４－ジメチル）ブチル－５－メチル－７－ジメチルオクチルアクリレート、フ
ェノキシエチルアクリレート、フェノキシエトキシエチルアクリレート、フェノールポリ
アルコキシアクリレート、ノニルフェノキシエチルアクリレート、ノニルフェノールエチ
レンオキサイド変性アクリレート、ノニルフェノールポリプロピレンオキサイド変性アク
リレート、ブトキシポリプロピレングリコールアクリレート、テトラヒドロフルフリルア
ルコールラクトン変性アクリレート、ラクトン変性２－ヒドロキシエチルアクリレート、
２－エチルヘキシルカルビトールアクリレート；２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピ
ルアクリレート、アクリル酸ダイマー、ω－カルボキシ－ポリカプロラクトンモノアクリ
レート、テトラヒドロフルフリルアクリレート、ヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロ
キシプロピルアクリレート、ヒドロキシブチルアクリレート、イソボルニルアクリレート
、ジシクロペンテニルオキシアルキルアクリレート、ジシクロペンテニルアクリレート、
トリシクロデカニルアクリレート、トリシクロデカニルオキシエチルアクリレート、イソ
ボルニルオキシエチルアクリレート等のアクリレート類；アクリロイルモルホリン、ダイ
アセトンアクリルアミド等のアクリルアミド類；Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルカプ
ロラクタム等のＮ－ビニルアミド類；ヒドロキシブチルビニルエーテル、ラウリルビニル
エーテル等のビニルエーテル類；クロルフェニルマレイミド、シクロヘキシルマレイミド
、ラウリルマレイミド等のマレイミド類；エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、
トリエチレングリコールジアクリレート、プロピレングリコールジアクリレート、トリプ
ロピレングリコールジアクリレート、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールのジ
アクリレート、ビスフェノールＡのエチレンオキシド付加物のジアクリレート、ビスフェ
ノールＡのプロピレンオキシド付加物のジアクリレート、トリシクロデカンジメチロール
ジアクリレート、２，２－ジ（グリシジルオキシフェニル）プロパンのアクリル酸付加物
、トリメチロールプロパントリアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、
ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート
、トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレートのトリアクリレート、トリス（２－
ヒドロキシエチル）イソシアヌレートのジアクリレート、トリス（ヒドロキシプロピル）
イソシアヌレートのトリアクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、
ジトリメチロールプロパントリアクリレート等が挙げられる。
【００５２】
本発明の硬化性樹脂組成物は、上述した樹脂等の他に、無機微粒子成分を含むものである
ことが好ましい。樹脂組成物が、無機微粒子成分と有機樹脂成分とを含むものであること
により、更に、強度が高く、連続生産が可能で、成型が容易であり、透明性が高い樹脂組
成物とすることができる。透明性とアッベ数がいずれも高く、屈折率等の光学特性が優れ
たものとなり、特に高アッベ数を要求される光学用途等に好適に用いることができる樹脂
組成物とすることができる。本発明の樹脂組成物は、ガラスにはできない複雑な加工を安
価に行うことができ、また、特に熱硬化性樹脂を用いた場合に、熱可塑性樹脂では達成で
きない耐熱性を有するこの場合、上記有機樹脂成分は、無機微粒子成分との相溶性に優れ
、該成分が有機樹脂に均一に分散されるものであることが好ましい。また、無機物質が含
有された樹脂組成物は、熱膨張率を低下させることができ、無機物質と樹脂との屈折率を
合わせることで樹脂組成物及びその硬化物の外観を制御し、透明性を発現させることもで
きることから、電気・電子部品材料や光学用途における材料として特に有用である。
本発明はまた、有機樹脂成分と無機微粒子成分とを含む有機無機複合樹脂組成物であって
、該有機樹脂成分は、分子量が７００以上の有機樹脂成分を含んでなる有機無機複合樹脂
組成物でもある。この場合においても、有機樹脂成分として、分子量が７００未満の有機
樹脂成分を含んでなることはより好ましい形態である。樹脂組成物の粘度を低下させ、分
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子量が７００未満の有機樹脂成分の含有量、好ましい化合物等については上述したものを
用いることができる。上記分子量が７００以上の有機樹脂成分は、有機樹脂成分総量に対
して１５～９０質量％含んでなるものであることが好ましい。より好ましくは、３０～９
０質量％である。分子量が７００未満の有機樹脂成分を含有しない場合においても、無機
微粒子を含有することで、熱膨張率を低下させることができ、更に樹脂組成物のアッベ数
を高いものとする効果を得ることができる。また、無機物質と樹脂との屈折率をあわせる
ことで樹脂組成物及びその硬化物の外観を制御し、透明性を発現させることもでき、電気
・電子部品材料や光学用途における材料として特に有用なものとすることができる。更に
、無機微粒子成分を含むことで離型効果を発揮することができる。具体的には、有機樹脂
成分として例えば熱硬化性樹脂（特に、エポキシ材料）を含む場合、有機樹脂成分が接着
効果を有することとなり、このような樹脂組成物は硬化させた場合に金型に接着するおそ
れがある。無機微粒子成分を適量加えることにより、離型効果がみられ、金型から容易に
剥がれることとなる。
【００５３】
上記樹脂組成物が無機微粒子を含む場合、上記可とう性成分の含有量としては、有機樹脂
成分と無機微粒子成分と可とう性成分との合計１００質量％中、有機樹脂成分を４０～９
９質量％、無機微粒子成分を１～６０質量％、可とう性成分を０．０１～４０質量％含む
ことが好ましい。可とう性成分が４０％以下である樹脂組成物が好適である。可とう性成
分の含有量としてより好ましくは、０．１～３０質量％であり、更に好ましくは、０．５
～２０質量％である。
本発明の樹脂組成物としては、上述のように、有機樹脂成分と無機微粒子とを含むもので
あり、可とう性成分を含むことが好適である。すなわち、（１）可とう性材料（エポキシ
が好ましい）を含んでなる脂環式硬化性物質と無機分散体からなる形態、（２）可とう性
を有する材料（可とう性成分）と硬化性材料と粒径１００ｎｍ以下の無機微粒子を含んで
なる形態もまた、本発明の好ましい形態の一つである。
【００５４】
上記無機微粒子成分は、溶液中に１５質量％として分散させたときの２５℃におけるｐＨ
が４～１１となる無機系微粒子であることが好適である。本発明の樹脂組成物のような樹
脂を形成する際に溶媒を脱気するが、通常は、その際に増粘し、ゲル化を起こし生産性が
悪くなるおそれがある。上記ｐＨを有する無機微粒子を用いると、ｐＨが高いために溶媒
脱気時の増粘が小さく、ゲル化を起こさない。特に有機樹脂成分として脂環式エポキシ化
合物及び／又は水添エポキシ化合物を用いた場合、上記ｐＨ範囲であると環構造部分が開
環することなく、ゲル化が抑制されることとなる。また、樹脂の経時安定性も向上する。
さらに、樹脂組成物を硬化する場合には、硬化時に溶媒の揮発がないため連続生産が可能
であり、種々の用途に好適に用いることができる。上記無機微粒子のｐＨとしてより好ま
しくは、４～９であり、更に好ましくは、４～７であり、特に好ましくは、４～６である
。このような範囲とすることにより、樹脂組成物の着色をより充分抑えることができるこ
ととなる。また、上記樹脂組成物が不飽和結合を有する化合物を含む場合、すなわち、上
記樹脂組成物が、有機樹脂成分と、無機微粒子とを含み、該有機樹脂成分が、不飽和結合
を有する化合物を必須とする場合、低アッベ光学部材に用いる場合には、不飽和結合を有
する化合物の割合として好ましくは、樹脂組成物（有機樹脂成分と無機微粒子と必要に応
じてその他の成分）１００質量％中、１０質量％以下である。より好ましくは、８質量％
以下であり、更に好ましくは、６質量％以下である。特に好ましくは、実質的に含まれな
いことである。
【００５５】
上記無機微粒子のｐＨは、無機微粒子を１５質量％、有機溶媒を３５質量％、水を５０質
量％となるように調整して、２５℃でＨＯＲＩＢＡ社製ｐＨメーターを用いて測定した値
である。無機微粒子濃度、有機溶媒量、水量及び測定温度によりｐＨ値が変化するため、
上記組成でサンプルを調整しｐＨ値を測定することが好ましい。
上記有機溶媒としては、メタノール、エタノール、イソプロパノール（ＩＰＡ）、ブタノ
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ール、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド（ＤＭＡＣ）、ア
セトン、アセトニトリル、エチレングリコール、メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）等
が好ましい。
より好ましくは、ＭＥＫ、メタノール、エタノール、イソプロパノール（ＩＰＡ）、ブタ
ノールであり、更に好ましくは、ＭＥＫである。
このような有機溶媒を上記範囲で用いることにより、無機微粒子の分散性を優れたものと
し、無機微粒子のｐＨを測定することができることとなる。
上記水としては、ｐＨ７の中性のイオン交換水を用いることが好ましい。水を上記割合で
混合することで、無機微粒子のｐＨを正確に測定することができる。
上記無機微粒子としては、金属や金属化合物等の無機化合物から構成される微粒子であれ
ばよく、特に限定されるものではないが、金属酸化物であることが好ましく、シリカであ
ることが好ましい。具体的には、日産化学工業社製オルガノシリカゾル　ＭＥＫ－ＳＴが
好適である。なお、無機微粒子の詳細は後述する。このように、分子量７００以上の硬化
性物質とシリカ粒子を含んでなる樹脂組成物もまた、本発明の好ましい形態の一つである
。
【００５６】
上記無機微粒子成分は、湿式法により得られたものである無機系微粒子（以下、単に「湿
式無機微粒子」ともいう。）を必須とするものであることが好ましい。無機微粒子がシリ
カを含む微粒子である場合、珪酸ソーダ水溶液の酸又はアルカリ金属塩による中和、分解
反応によりシリカの析出を行うことにより得られるものである。すなわち、上記樹脂組成
物としては、湿式無機微粒子と脂環式化合物とを必須とするものが好ましい。このように
、有機樹脂成分と無機微粒子成分とを含む樹脂組成物であって、該無機微粒子成分は、湿
式法により得られたものである無機系微粒子を必須とするものであり、該有機樹脂成分は
、脂環式エポキシ化合物及び／又は水添エポシキ化合物を必須とする樹脂組成物もまた、
本発明の好ましい形態の一つである。
上記無機微粒子成分は、湿式無機微粒子を必須とする限り特に限定されず、例えば、乾式
法により製造された無機微粒子等を含有していてもよい。無機微粒子成分１００質量％中
の湿式無機微粒子の含有量としては、１０～１００質量％であることが好ましい。より好
ましくは、５０～１００質量％であり、更に好ましくは、８０～１００質量％である。実
質的に全ての無機微粒子成分が湿式無機微粒子であることが特に好ましい。このように、
無機微粒子が湿式材料である形態もまた、本発明の好ましい形態の一つである。
上記無機微粒子成分は、外部添加法と内部析出法のいずれを用いても樹脂成分に好適に配
合することができる。これらの中で、外部添加法が樹脂との反応のおそれがないためより
好ましい。このようにして配合した無機微粒子成分は、樹脂組成物中で一次粒径で分散し
ていることが好適である。すなわち、無機微粒子としては、分散体（無機微粒子分散体）
である形態が好ましい。より好ましくは、湿式シリカ分散体である。無機微粒子成分が一
次粒径で分散している場合、樹脂組成物は濁らず、該樹脂組成物は種々の用途に好適に用
いることができるが、一次粒子が凝集して二次粒子化する等して、可視光と同程度の大き
さとなると、樹脂組成物が濁り、アッベ数が小さくなるおそれがある。
【００５７】
本発明の硬化性樹脂組成物においては、無機微粒子を含有することによって、より透明性
に優れた硬化物を与えることができる。そして、透明性を向上させると光学部材としての
性能が向上し、光学用途、オプトデバイス用途、表示デバイス用途等の種々の用途に好適
に用いることができる硬化性樹脂組成物となる。透明性を向上させるには、無機微粒子（
樹脂組成物における無機微粒子）は、平均粒径が４００ｎｍ以下が好ましい。より好まし
くは１００ｎｍ以下であり、更に好ましくは、５０ｎｍ以下であり、特に好ましくは、２
０ｎｍ以下である。なお、上記無機微粒子は、平均粒径が上記範囲であるものであること
が好ましく、１ｎｍ以下の微粒子が含まれていてもよい。また、粒子の形状ではないもの
、例えば、ポリマー状のものも含まれていてもよく、このようなポリマー状のものは、小
さければ透明性が高く、二次微粒子を作っていても可視光より小さな粒子となるため樹脂
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組成物が透明なものとなる。このような無機微粒子を含む樹脂組成物（樹脂組成物）とし
ては、（１）１００ｎｍ以下の粒径を持つシリカとエポキシ材料を含んでなる形態、（２
）少なくとも分子量７００以上の硬化性材料と粒径１００ｎｍ以下の無機微粒子を含んで
なる形態が好適である。
上記無機微粒子（樹脂組成物における無機微粒子）の粒度分布としては、１ｎｍ～４００
ｎｍのものであることが好ましい。このような粒度分布とすることで、本発明の樹脂組成
物の硬化物は、可視光領域でのレイリー散乱が充分に抑制され、透明性に優れるといった
種々の優れた光学特性を発揮することができる。平均粒径が１ｎｍ未満であると、無機物
の特性である耐熱性に悪影響を与えるおそれがある。また４００ｎｍを超えると、無機微
粒子が大きいことに起因して可視光が無機微粒子によって散乱され、透明性が低下し、上
述した種々の用途に用いることができないおそれがある。無機微粒子の粒度分布としてよ
り好ましくは、一次粒径が１ｎｍ～１００ｎｍであり、更に好ましくは、１ｎｍ～５０ｎ
ｍである。
上記可視光領域でのレイリー散乱は、樹脂組成物を光学用途で用いる場合に、光の波長よ
りも短い粒子による光の散乱として考慮することが必要となるものである。レイリー散乱
の光散乱特性は次式（１）のようになる。
【００５８】
【数１】

【００５９】
ｋｓ：散乱係数、ｎ：粒子数、ｄ：粒子径、ｍ：反射係数、λ：波長
散乱係数の波長と散乱粒子の大きさに関わるパラメータとして次式（２）が挙げられる。
【００６０】
【数２】

【００６１】
Ｄ：粒子径、λ：波長、α＜０．４はレイリー散乱の領域
いずれの式からも短波長の光ほど光散乱性は高くなることが示唆されるが、光実装用途に
用いられる光通信波長は近赤外線領域である。したがって、特に光学用途で対象となる可
視光領域の光波長でレイリー散乱による光散乱を充分に抑制し、可視光透過性が低下せず
、透明性に優れ、その他の性能も充分に優れた樹脂組成物とすることが求められている。
【００６２】
なお、上記無機微粒子の一次粒径の大きさ（平均粒径、粒度分布）は、Ｘ線小角散乱法に
よる慣性半径とその散乱強度から求めることができる。Ｘ線小角散乱法は、密度不均一領
域の電子密度の揺らぎがＸ線照射時の散乱挙動を変えることによって、１００ｎｍ以下の
粒子のサイズを測定することができるため、特に、分散媒中の一次粒子の分布状態をその
まま把握することができる。
【００６３】
上記無機微粒子の粒子径のその他の測定方法としては、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を好
適に用いることができる。ＴＥＭでは、樹脂組成物における、無機微粒子の分散状態及び
個々の粒子径を評価することができる。組成物が液状樹脂の場合には、液状樹脂を試料と
し、組成物が固体の場合や、硬化後の成型物の場合には、これらをミクロトームを用いて
、薄膜切片を作成し、これを試料としてＴＥＭ像を観察することにより、無機微粒子の一
次粒径、分散、凝集状態を確認することができる。
Ｘ線小角散乱法による慣性半径の測定やＴＥＭによる観察は、樹脂組成物における無機微



(22) JP 4398500 B2 2010.1.13

10

20

30

40

50

粒子の一次粒径や粒度分布又は分散状態を直接に評価する方法として有用である。
また組成物における無機微粒子の分散状態や分散粒径を評価する方法として、別法として
、樹脂組成物が液状物の場合や溶媒可溶性の樹脂の場合には、動的光散乱式粒度分布測定
法等も採用しうる。通常、適度な微粒子濃度になるように溶媒で希釈したものを測定試料
とするために、希釈により微粒子の分散状態が変化することがあるが、分散状態・分布の
相対的な比較評価を簡易に行える点で有用である。
以上、組成物における無機微粒子の粒子径（一次粒径、分散粒径）に関する評価方法は、
目的に応じて、適宜、選ぶことができる。
【００６４】
上記有機樹脂成分と無機微粒子成分とを含む硬化性樹脂組成物である場合、有機樹脂成分
と無機微粒子成分との合計１００質量％に対し、有機樹脂成分を４０～９９質量％、無機
微粒子成分を１～６０質量％含むことが好ましい。このような含有量とすることで、透明
性とアッベ数が制御された樹脂組成物とすることができる。特に、有機樹脂成分として熱
硬化性樹脂を用いた場合には、熱可塑性樹脂にはできない耐熱性の克服が可能であり、ガ
ラスにはできない複雑で安価な加工が可能となる。上記含有量としてより好ましくは、有
機樹脂成分が６０～９０質量％、無機微粒子成分が１０～４０質量％であり、更に好まし
くは、有機樹脂成分が７０～９０質量％、無機微粒子成分が１０～３０質量％である。特
に好ましくは、無機微粒子成分が１５～３０である。
【００６５】
本発明の樹脂組成物においては、溶液中に１５質量％として分散させたときの２５℃にお
けるｐＨが４～９（好ましくは４～６）であり、平均粒径が１００ｎｍより小さい無機微
粒子と、脂環式硬化材料及び／又は水添硬化材料からなる樹脂組成物である形態が好まし
い。このような形態においては、脂環式硬化材料及び／又は水添硬化材料を用いることで
アッベ数の向上が可能であり、硬化時に溶媒の揮発がないため連続生産が可能であり、無
機微粒子を分散できるため透明性・耐熱性の高い光学用樹脂の作製が可能である。ｐＨが
高いために、樹脂形成する際、溶媒脱気する過程において、増粘の程度が低く、ゲル化を
起こすおそれが小さく、樹脂の経時安定性も向上する利点がある。本発明においては、有
機樹脂成分と無機微粒子成分とを含む樹脂組成物であって、該無機微粒子成分は、湿式法
により得られたものである無機系微粒子を必須とするものであり、該有機樹脂成分は、ア
ッベ数が４５以上であることを特徴とする樹脂組成物である形態も好ましい。また、本発
明の樹脂組成物において、好ましい形態としては、有機樹脂成分としてアッベ数４５以上
の有機樹脂を総有機成分中４０％以上（好ましくは６０、８０％以上）含有し、湿式無機
（珪素酸化物）量を１０～４０％（好ましくは１５～３０）含有する形態であり、より好
ましい形態としては、脂環式硬化材料及び／又は水添硬化材料を４０％以上（８０％以上
）、湿式シリカを１０％以上含んでなる形態であり、更に好ましい形態としては、脂環式
エポキシ化合物及び／又は水添エポキシ化合物を４０％（８０％）以上、湿式シリカ分散
体を１０％以上含んでなる形態である。このように、脂環式エポキシ化合物及び／又は水
添エポキシ化合物と弱酸性の湿式シリカ分散体からなる樹脂組成物（透明樹脂組成物）、
及び、上述したｐＨ範囲の無機微粒子を用いて製造する樹脂組成物の製造方法もまた、本
発明の好ましい形態の一つである。
【００６６】
なお、本明細書に記載する無機微粒子の好ましい形態等を適宜組み合わせることによって
、上述したように、無機微粒子を１５質量％、有機溶媒を３５質量％、水を５０質量％で
ある溶液の２５℃でのｐＨを４～１１となる特性のもの等、本発明の好ましい形態のもの
とすることができる。
上記無機微粒子としては、金属や金属化合物等の無機化合物から構成される微粒子であれ
ばよく、特に限定されるものではない。無機微粒子としては、シリコン、チタン、ジルコ
ニウム、インジウム、錫、ランタン、イットリウム等の金属元素を金属成分とする金属酸
化物や、オルガノポリシロキサンを必須とするものが好適であり、樹脂組成物の用途に応
じて、適宜好ましい無機微粒子を選択することができる。例えば、低屈折率光学部材用（
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高アッベ光学部材）には、屈折率が、１．５以下の金属酸化物粒子が好ましく、例えば、
シリコンを金属成分とする金属酸化物（例えば、シリカ粒子）等が好適である。また、高
屈折率光学部材用（低アッベ光学部材）には、屈折率が、１．９以上の金属酸化物粒子が
好ましく、例えば、チタン、ジルコニウム、インジウム、錫、ランタン、イットリウムか
らなる群より選択される金属元素を金属成分とする金属酸化物粒子が好適である。無機微
粒子における無機成分としては、金属の酸化物、水酸化物、（酸）窒化物、（酸）硫化物
、炭化物、ハロゲン化物、硫酸塩、硝酸塩、（塩基性）炭酸塩、（塩基性）酢酸塩等が例
示される。これらの中でも好ましくは、金属の酸化物（金属酸化物）である。なお、金属
酸化物とは、以下のものを意味／包含するものである。すなわち、金属（Ｍ）を金属成分
とし、メタロキサン（Ｍ－Ｏ）結合を主たる結合成分とする化合物を意味する。また、単
一の金属成分からなる単一酸化物、複数の金属成分からなる複合酸化物、これらの金属酸
化物に金属元素Ｍ、酸素とは異なる異種の金属元素が固溶してなる固溶体酸化物が例示さ
れる。また、定比組成からなる金属酸化物、不定比組成：例えば、ＺｎＯ（１－δ）、Ｔ
ｉＯ（２－δ）、Ｎｉ（１－δ）Ｏ等の金属元素又は酸素元素が定比組成に対して過剰又
は欠損した、不定比組成の金属酸化物も好ましく採用し得る。金属酸化物の形態としては
、結晶質、非品質いずれも包含する。結晶質であるか非晶質であるかや、結晶性が高いか
低いかは、通常、Ｘ線回折測定により評価することができる。また、水和した金属酸化物
も本発明でいう金属酸化物に含まれる。また、金属酸化物粒子の製造過程での原料由来の
残基、原子、原子団が、表面又は内部の金属原子又は酸素原子の一部に結合したものも含
まれていてもよい。例えば、有機基、水酸基、硝酸根、硫酸根、ハロゲン原子、水素原子
、アルカリ金属原子（イオン）等である。上記有機基としては、メトキシ基、ブトキシ基
等のアルコキシル基；エタノイル基（アセトキシ基）、プロパノイル基等のカルボキシル
基；β－ジカルボニル基；β－ケトエステル基；アルキル基；シクロアルキル基；アリー
ル基；アラルキル基等が好ましく例示される。
【００６７】
上記無機微粒子としては、微粒子の樹脂との親和性向上、分散性向上等の目的で、表面処
理された粒子も包含される。表面処理剤としては、特に限定されず、微粒子表面に有機鎖
、高分子鎖の導入又は表面電荷制御の目的で、各種の有機化合物、無機化合物、有機金属
化合物等が用いられる。例えば、
１）カップリング剤；シランカップリング剤、チタネート系カップリング剤、アルミネー
ト系カップリング剤、ジルコニウム系カップリング剤等のカップリング剤；金属アルコキ
シド類及びこれらの（部分）加水分解・縮合物；金属石鹸；等の有機金属化合物。
２）有機アミン、βジケトン化合物、カルボン酸等の有機化合物。
３）従来公知の高分子系分散剤の他に、（メタ）アクリル樹脂系、ポリスチレン樹脂系、
ポリオレフィン系、酢酸ビニル樹脂系、アクリルシリコーン系等のビニル系モノマーの（
共）重合体系ポリマー；アルキド樹脂系ポリマー；アミノ樹脂系ポリマー；エポキシ樹脂
系ポリマー；ポリアミド樹脂系ポリマー；ポリイミド樹脂系ポリマー；ポリウレタン樹脂
系ポリマー；ポリエステル樹脂系ポリマー；フェノール樹脂系ポリマー；オルガノポリシ
ロキサン系ポリマー；ポリアルキレングリコール系ポリマー；フッ素樹脂系等の高分子化
合物及びこれらの変性物。
４）（カチオン系、アニオン系、両性、ノニオン系等の）各種界面活性剤。
５）アルカリ金属イオン、ハロゲンイオン。
等が好適である。
【００６８】
上記金属元素（Ｍ）としては、任意であるが、例えば、金属元素（Ｍ）としては、特に限
定はないが、例えば、Ｂｅ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｒａ等のアルカリ土類金属元素；
Ｌａ、Ｃｅ等のランタノイド系金属元素；Ａｃ等のアクチノイド系金属元素；Ｓｃ、Ｙ等
のＩＩＩａ族金属元素；Ｔｉ、Ｚｒ、Ｈｆ等のＩＶａ族金属元素；Ｖ、Ｎｂ、Ｔａ等のＶ
ａ族金属元素；Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ等のＶＩａ族金属元素；Ｍｎ、Ｔｃ、Ｒｅ等のＶＩＩａ族
金属元素；Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｒｕ、Ｒｈ、Ｐｄ、Ｏｓ、Ｉｒ、Ｐｔ等のＶＩＩＩ族金属
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元素；Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ等のＩｂ族金属元素；Ｚｎ、Ｃｄ、Ｈｇ等のＩＩｂ族金属元素；
Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎ、Ｔｌ等のＩＩＩｂ族金属元素；Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ｐｂ等のＩＶｂ族
金属元素；Ｓｂ、Ｂｉ等のＶｂ族金属元素；Ｓｅ、Ｔｅ等のＶＩｂ族金属元素等を挙げる
ことができ、これらが１種または２種以上併存していてもよい。これらの中でも、組成物
の目的とする、電気的特性、光学特性、磁気的特性等により選択することができる。例え
ば、光学物性のうち、高屈折率の樹脂組成物を得たい場合には、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｉｎ、Ｚｎ
、Ｌａ、Ａｌ等が好ましく、低屈折率の組成物を得たい場合は、Ｓｉが好ましい。
【００６９】
上記微粒子の形状としては、特に限定されない。形状の具体例としては、球状、楕円球状
、立方体状、直方体状、ピラミッド状、針状、柱状、棒状、筒状、りん片状、（六角）板
状等の薄片状などが例示される。
【００７０】
上記無機微粒子としては、液相合成法で得られた無機微粒子、特に、後述する液相合成法
で得られた金属酸化物微粒子が好ましい。例えば、後述するアルコキシド化合物及び／又
はカルボン酸塩化合物の加水分解縮合物からなる無機微粒子は、気相合成法により得られ
る無機微粒子とは異なる微細構造を有している。例えば、無機微粒子がＳｉ、Ａｌ、Ｐ、
Ｆｅ、Ａｇ、Ｓｎ、Ｔｉ、Ｖ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｃｏ、Ｃｕ、Ｚｎ、Ｓｂ、Ｌａ等の金属元素
又は非金属元素を含有してなる場合、核磁気共鳴（ＮＭＲ）測定により確認することがで
きる。一例として、Ｓｉを含有する場合について述べると、１個のＳｉ原子の周りを４個
の酸素原子が配位したＳｉＯ４原子団が構成する正四面体が基本構造となっており、Ｓｉ
Ｏ４原子団同士が酸素原子を共有化するか否かで異なる微細構造をとる。シリカをハロゲ
ン化珪素の加熱分解や加熱還元化した珪砂の空気酸化により製造した場合、すべてのＳｉ
Ｏ４原子団は酸素原子を共有化するため、Ｓｉ－ＮＭＲ測定を行うと、－１２０～－１０
０ｐｐｍにピークトップを持つＱ４シリカ成分のみが観測される。これに対して上記アル
コキシド化合物及び／又はカルボン酸塩化合物の加水分解縮合物の場合、酸素原子を共有
しないＳｉＯ４原子団が出現し、Ｑ４シリカ成分とともに－１００ｐｐｍ～－９０ｐｐｍ
にピークトップを持つＱ３シリカ成分も確認される。このようなＮＭＲ測定は、無機微粒
子がアルコキシド化合物及び／又はカルボン酸塩化合物の加水分解縮合物であるかどうか
を確認するための有力な手法となり得、更に無機微粒子により期待される各種性能がどの
程度付与されうるかを調べることも可能である。
【００７１】
上記樹脂組成物を得るための無機微粒子の樹脂成分への配合方法としては、外部添加法と
内部析出法とが好適に用いられる。
上記無機微粒子の外部添加法、具体的には、無機微粒子の樹脂組成物への添加形態、分散
体について説明する。
上記無機微粒子／金属酸化物粒子の形態としては、粒子が液状の媒体に分散した形態で、
樹脂成分と混合することが好ましい。媒体としては、溶媒、可塑剤、モノマー、液状樹脂
等を例示することができる。溶媒としては、水、有機溶媒、鉱物油、植物油、ワックス油
、シリコーン油等が好適である。
溶媒分散体としては、表面改質された無機系微粒子を含み、溶媒をさらに含む。この場合
の溶媒としては、上述の溶媒を挙げることができる。溶媒分散体における無機系微粒子の
含有量については、特に限定はないが、好ましくは溶媒分散体全体の１０～７０質量％、
さらに好ましくは２０～５０質量％であり、溶媒分散体は、この程度の含有量において取
扱いやすい。溶媒分散体における溶媒の含有量については、特に限定はないが、好ましく
は溶媒分散体全体の９０～３０質量％、さらに好ましくは８０～５０質量％である。
【００７２】
有機溶媒としては、アルコール類、ケトン類、脂肪族および芳香族のカルボン酸エステル
類、エーテル類、エーテルエステル類、脂肪族および芳香族の炭化水素類、ハロゲン化炭
化水素類のほか、鉱物油、植物油、ワックス油、シリコーン油等を挙げることができる。
可塑剤分散体としては、可塑剤に分散させるものであり、上記無機微粒子、好ましくは表
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面改質された無機系微粒子を含み、可塑剤をさらに含有する。この場合、可塑剤としては
、特に限定はなく、例えば、りん酸トリブチル、りん酸２－エチルヘキシル等のりん酸エ
ステル系可塑剤；フタル酸ジメチル、フタル酸ジブチル、フタル酸オクチルデシル等のフ
タル酸エステル系可塑剤；オレイン酸ブチル、グリセリンモノオレイン酸エステル、等の
脂肪族－塩基酸エステル系可塑剤；アジピン酸ジブチル，　セバシン酸ジ－２－エチルヘ
キシルなどの脂肪族二塩基酸エステル系可塑剤；ジエチレングリコールジベンゾエート、
トリエチレングリコールジ－２－エチルブチラートなどの二価アルコールエステル系可塑
剤；アセチルリシノール酸メチル、アセチルクエン酸トリブチルなどのオキシ酸エステル
系可塑剤等の従来公知の可塑剤を挙げることができる。
モノマー分散体としては、樹脂成分となる重合性モノマーに分散するものであり、上記無
機微粒子、好ましくは表面改質された無機系微粒子を含み、モノマーをさらに含有する。
モノマー分散体に用いられるモノマーとしては、特に限定はなく、例えば、（メタ）アク
リル酸、（メタ）アクリル酸エステル等の（メタ）アクリル系モノマー、スチレン、ビニ
ルトルエン、ジビニルベンゼン等のスチレン系モノマー、塩化ビニル、酢酸ビニル等のビ
ニル系モノマーなど、従来公知のモノマーを挙げることができる。
【００７３】
樹脂組成物を調製するための上記無機微粒子粉体、微粒子分散体における微粒子の粒子径
としては、微細であることが透明な樹脂組成物が得られ、得られた樹脂組成物における微
粒子の配合効果（例えば、熱膨張係数の低減効果、アッベ数の向上効果、屈折率制御効果
等）が大きくなる点から好ましく、具体的には、微粒子の一次粒径は、１ｎｍ～４００ｎ
ｍ、より好ましくは、１００ｎｍ以下、更に好ましくは５０ｎｍ以下、特に好ましくは２
０ｎｍ以下である。微粒子の一次粒径は、例えば、上述した小角Ｘ線散乱法による慣性半
径を測定する方法、電子顕微鏡より任意の粒子に関して粒子径を測定する方法、比表面積
測定より測定される比表面積径Ｄｓ（ｎｍ）；
Ｄｓ＝６０００／（ρ×Ｓ）
（但し、ρ：金属酸化物系粒子の真比重、Ｓ：Ｂ．Ｅ．Ｔ．法で測定される金属酸化物系
粒子の比表面積（ｍ２／ｇ））、又は、結晶質の場合にはＸ線回折測定による結晶子径の
測定により、求めることができる。
上記無機微粒子粉体、微粒子分散体における微粒子の分散粒径は、一次粒径又はそれに近
い大きさに分布していることが好ましく、具体的には、平均粒子径が、４００ｎｍ以下、
更に好ましくは７０ｎｍ以下、特に好ましくは３０ｎｍ以下である。また分散粒子径は、
動的光散乱法、遠心沈降法等により評価することができる。樹脂組成物中における一次粒
径並びに分散粒径に関しても上記微粒子粉体、微粒子分散体の場合と同様の範囲が好まし
く、前記した小角Ｘ線散乱法等で評価することができる。
このような範囲としては、樹脂組成物においても、同様の範囲であることが好ましい。
【００７４】
上記外部添加法に用いる無機微粒子の中で、その製造方法としては、従来技術公知の液相
合成法、気相合成法、固相合成法のうち、透明性を確保できる液相合成法で得られた微粒
子を本願でいう湿式粒子（湿式無機微粒子）とする。本発明の樹脂組成物においては、湿
式無機微粒子を必須とするものであることが好適であるが、例えば、気相合成法、固相合
成法で得られた無機微粒子を含んでいてもよいが、上述したように全ての無機微粒子成分
が湿式無機微粒である形態が好ましい。
上記湿式無機微粒子として好適なものとしては、本願の組成物の原料として、乾燥工程を
経ずに得られ、無機微粒子を含有する液状物として提供できるものである。すなわち、本
発明の無機微粒子としては、液相合成法により合成されたものであればよく、中でも、液
相合成法により合成されたものであって、乾燥工程を経ないものが好ましい。乾燥物を経
ないとは、微粒子の合成（生成）（液相合成法）から、本願複合樹脂組成物（樹脂組成物
）の原料として用いるまで、乾燥粉末化する工程を経ないことを表し、いわゆるオール湿
式プロセスのことをいう。例えば、一貫した液相プロセス、液状プロセスである。また、
ウエットなケーキ状態を減る工程は、湿式プロセスの範囲に含まれる。当然、本願の複合



(26) JP 4398500 B2 2010.1.13

10

20

30

40

50

樹脂組成物の構成成分となる有機樹脂成分の１つに、微粒子合成反応液から乾燥過程を経
ずに、分散させたものも湿式無機微粒子に含まれる。液状物には、ウエットケーキ、溶媒
分散体、液状樹脂分散体等が含まれる。
なお、無機微粒子の中でも好適に使用しうる金属酸化物微粒子の気相合成法、固相合成法
としては以下のものが好適である。
〔気相合成法〕
無機又は有機金属塩を、蒸気化して、通常、空気中で高温（酸化）熱分解する方法に代表
され、例えば、金属ハロゲン化物を加熱し酸化して酸化物とする方法（例えば、アルミニ
ウム、ケイ素、チタンなどのハロゲン化物をガス化して酸素又は水蒸気などによって高温
気相酸化分解する方法はアルミナ、シリカ、酸化チタン等の微細粉末の工業的製法）、金
属カルボニル化合物や有機金属化合物を酸化熱分解する方法が例示される。また、金属原
料（金属、鉱物）を加熱し、金属蒸気を高温で空気酸化する方法（例えば、フランス法Ｚ
ｎＯの工業的製法）も例示される。
〔固相合成法〕
金属の水酸化物や炭酸塩を加熱して分解し酸化物を得る方法が挙げられる。液相合成法で
、金属酸化物（水和物）の中間体を得た後、気相又は固相で酸化物に転換する手法が例示
される。例えば、酸アルカリによる分解沈殿法で、金属炭酸塩等の金属塩類を得た後、加
熱して分解し酸化物を得る方法が好適である。
【００７５】
次に本発明の必須成分である湿式無機微粒子の中でも有用な湿式金属酸化物微粒子の液相
合成法について説明する。
〔液相合成法〕
酸アルカリによる分解沈殿法、有機金属化合物の加水分解・縮合法、金属ハロゲン化物の
加水分解・縮合法、水熱反応などの沈殿法が好ましく採用し得る。
酸アルカリによる分解沈殿法：金属塩類の水溶液のアルカリによる分解、塩基性塩の酸に
よる分解、金属塩類と塩基性塩の複分解等の反応が例示される。後述の水ガラスの水溶液
のアルカリによる中和反応によるシリカ粒子の製造方法は、酸アルカリによる分解沈殿法
の一例である。
これら沈殿法により、通常、金属の酸化物又は酸化物水和物の反応液が得られるが、これ
らは、本発明の金属酸化物微粒子原料として好ましく採用し得る。
上記の各種方法のうち、有機金属化合物の加水分解、縮合法以外は、通常、ろ過、洗浄に
よる不純物の除去工程を経た後、粉末化及び／又は（溶媒置換や粉末の分散媒体への再分
散による）分散体化した後、使用することが好ましい。
有機金属化合物の加水分解・縮合法の場合は得られた反応液より、上記の洗浄工程を経ず
とも、所望の形態（粉末、分散体）に加工することができる。
液相合成法により金属酸化物（水和物）微粒子の反応液を得た後、乾燥工程を経ずに、樹
脂成分と混合する形態に調製する一貫した液相プロセスが、乾燥時の２次凝集を回避する
ことができるため、好適である。具体的には、反応液を必要に応じて濃縮し、加熱溶媒置
換等の如く、反応液中の溶媒成分の除去と所望の分散媒体（樹脂成分、モノマー、溶媒な
ど）への置換を同時に行うプロセスが好ましい。
【００７６】
上記無機微粒子の液相合成法の中でも、内部析出法にも好ましく適用し得る、有機金属化
合物の加水分解・縮合法について説明する。
有機金属化合物の中でも、アルコキシド化合物（好ましくは金属アルコキシド）及び／又
はカルボン酸塩化合物（好ましくはカルボン酸金属塩）が好適である。
【００７７】
以下に、アルコキシド化合物やカルボン酸塩化合物の加水分解反応及び縮合反応を示す。
Ｍ´（ＯＲ１）ａ＋ａＨ２Ｏ（加水分解）→Ｍ´（ＯＨ）ａ＋ａＲ１ＯＨ
Ｍ´（ＯＨ）ａ→Ｍ´（ＯＨ）ｂＯｃ→Ｍ´Ｏ２／ｃ（縮合物）
（式中、Ｍ´は金属元素を表し、Ｒ１はアルキル基又はアシル基を表す。ａ、ｂ及びｃは
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任意の数値である。）
上記アルコキシド化合物やカルボン酸塩化合物としては、下記一般式（１）；
Ｍ´（ＯＲ２）ｎ２　（１）
（式中、Ｍ´は金属元素、Ｒ２はアルキル基又はアシル基を表し、ｎ２は１～７の整数を
表す。）で表される化合物及び／又は下記一般式（２）；
（Ｒ３）ｍ２Ｍ´（ＯＲ２）ｐ　（２）
（式中、Ｍ´及びＲ２は一般式（１）と同様である。Ｒ３は有機基を表し、ｍ２及びｐは
１～６の整数を表す。）で表される化合物が好適である。
【００７８】
上記一般式（１）及び一般式（２）におけるＲ２のアルキル基としては、炭素数１～５の
アルキル基が好適であり、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、
ｉ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基等が好ましい。また、
Ｒ２のアシル基としては、炭素数１～４のアシル基が好適であり、アセチル基、プロピオ
ニル基、ブチニル基等が好ましい。
【００７９】
上記一般式（２）におけるＲ３の有機基としては、炭素数１～８の有機基が好適であり、
メチル基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｉ－ブチル基、ｓｅｃ－ブ
チル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチ
ル基等のアルキル基；３－フルオロプロピル基、３－クロロプロピル基、３，３，３－ト
リクロロプロピル基等のハロゲン化アルキル基；２－メルカプトプロピル基等のメルカプ
ト基含有アルキル基；２－アミノエチル基、２－ジメチルアミノエチル基、３－アミノプ
ロピル基、３－ジメチルアミノプロピル基等のアミノ基含有アルキル基；フェニル基、メ
チルフェニル基、エチルフェニル基、メトキシフェニル基、エトキシフェニル基、フルオ
ロフェニル基、クロロフェニル基等のアリール基；ベンジル基等のアラルキル基；２－グ
リシドキシエチル基、３－グリシドキシプロピル基、２－（３，４－エポキシシクロヘキ
シル）エチル基等のエポキシ基含有有機基；ビニル基、３－（メタ）アクリルオキシプロ
ピル基等の不飽和基含有有機基等が好ましい。
【００８０】
上記一般式（１）及び一般式（２）における金属元素Ｍ´としては、上記一般式（１）及
び一般式（２）に示す化合物の構造を取り得る金属元素であれば周期表のどの元素でもよ
く、上述した金属（Ｍ）と同様のものを採用しうる。好ましくは、Ｂ、Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎ
、Ｔｌ等のＩＩＩＢ族；Ｃ、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ｐｂ等のＩＶＢ族；Ｔｉ、Ｚｒ、Ｚｎ、
Ｃａ、Ｎａ、Ｌｉ、Ｔｅ、Ｍｇ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｂａ、Ｔａ、Ｍｏ、Ｔｂ、Ｃｓ等を挙げる
ことができる。
【００８１】
また前記アルコキシド化合物やカルボン酸塩化合物としては、Ｍ´が異なる２種以上のも
のを併用する、又は、２種類以上のＭ´を複合的に含有するものを使用してもよい。特に
、光学用途においては、絶縁性が要求されるため、イオン伝導性の低いものを選択するこ
とが好ましく、前記金属元素Ｍ´としては、アルカリ金属及びアルカリ土類金属を除く典
型金属元素、遷移金属元素、又は、非金属元素が好ましい。アルカリ金属及びアルカリ土
類金属を除く典型金属元素としては、Ａｌ又はＩｎが好適であり、非金属元素としては、
Ｓｉが好適である。
【００８２】
上記Ｍ´がＳｉである場合のアルコキシド化合物やカルボン酸塩化合物としては、テトラ
メトキシシラン、テトラエトキシシラン、テトラ－ｎ－プロポキシシラン、テトラ－ｉ－
プロポキシシラン、テトラ－ｎ－ブトキシシラン、テトラ－ｉ－ブトキシシラン、テトラ
－ｓｅｃ－ブトキシシラン、テトラ－ｔ－ブトキシシラン等のテトラアルコキシシラン類
；メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、
エチルトリエトキシシラン、ｎ－プロピルトリメトキシシラン、ｎ－プロピルトリエトキ
シシラン、ｉ－プロピルトリメトキシシラン、ｉ－プロピルトリエトキシシラン、３－ク
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ロロプロピルトリメトキシシラン、３－クロロプロピルトリエトキシシラン、３，３，３
－トリフロロプロピルトリメトキシシラン、３，３，３－トリフロロプロピルトリエトキ
シシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリメトキ
シシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－ア
ミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルトリ
エトキシシラン、Ｎ－［３－（トリメトキシシリル）プロピル］アニリン、Ｎ－［３－（
トリエトキシシリル）プロピル］アニリン、フェニルトリメトキシシラン、フェニルトリ
エトキシシラン、ベンジルトリメトキシシラン、ベンジルトリエトキシシラン、３－グリ
シドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、
２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、２－（３，４－エ
ポキシシクロヘキシル）エチルトリエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニル
トリエトキシシラン、３－（メタ）アクリルオキシプロピルトリメトキシシラン、３－（
メタ）アクリルオキシプロピルトリエトキシシラン等のトリアルコキシシラン類、ジメチ
ルジメトキシシラン、ジメチルジエトキシシラン、ジエチルジメトキシシラン、ジエチル
ジエトキシシラン、ジ－ｎ－プロピルジメトキシシラン、ジ－ｎ－プロピルジエトキシシ
ラン、ジ－ｉ－プロピルジメトキシシラン、ジ－ｉ－プロピルジエトキシシラン、ジフェ
ニルジメトキシシラン、ジフェニルジエトキシシラン等のジアルコキシシラン類；テトラ
アセチルオキシシラン、テトラプロピオニルオキシシラン等のテトラアシルオキシシラン
類；メチルトリアセチルオキシシラン、エチルトリアセチルオキシシラン等のトリアシル
オキシシラン類；ジメチルジアセチルオキシシラン、ジエチルジアセチルオキシシラン等
のジアシルオキシシラン類等が好適である。これらの中でも、テトラメトキシシラン、テ
トラエトキシシラン、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、ジメチル
ジメトキシシラン、ジメチルジエトキシシランが好ましい。
【００８３】
上記Ｍ´がＳｉ以外である場合のアルコキシド化合物としては、Ｃｕ（ＯＣＨ３）２、Ｚ
ｎ（ＯＣ２Ｈ５）２、Ｂ（ＯＣＨ３）３、Ａｌ（ＯＣＨ３）３、Ａｌ（ＯＣ２Ｈ５）３、
Ａｌ（ｉｓｏ－ＯＣ３Ｈ７）３、Ａｌ（ＯＣ４Ｈ９）３、Ｇａ（ＯＣ２Ｈ５）３、Ｙ（Ｏ
Ｃ４Ｈ９）３、Ｇｅ（ＯＣ２Ｈ５）４、Ｐｂ（ＯＣ４Ｈ９）４、Ｐ（ＯＣＨ３）３、Ｓｂ
（ＯＣ２Ｈ５）３、ＶＯ（ＯＣ２Ｈ５）３、Ｔａ（ＯＣ３Ｈ７）５、Ｗ（ＯＣ２Ｈ５）６

、Ｌａ（ＯＣ３Ｈ７）３、Ｎｄ（ＯＣ２Ｈ５）３、Ｔｉ（ＯＣＨ３）４、Ｔｉ（ＯＣ２Ｈ

５）４、Ｔｉ（ｉｓｏ－ＯＣ３Ｈ７）４、Ｔｉ（ＯＣ４Ｈ９）４、Ｚｒ（ＯＣＨ３）４、
Ｚｒ（ＯＣ２Ｈ５）４、Ｚｒ（ＯＣ３Ｈ７）４、Ｚｒ（ＯＣ４Ｈ９）４等の単一金属アル
コキシド；Ｌａ［Ａｌ（ｉｓｏ－ＯＣ３Ｈ７）４］３、Ｍｇ［Ａｌ（ｉｓｏ－ＯＣ３Ｈ７

）４］２、Ｍｇ［Ａｌ（ｓｅｃ－ＯＣ４Ｈ９）４］２、Ｎｉ［Ａｌ（ｉｓｏ－ＯＣ３Ｈ７

）４］２、（Ｃ３Ｈ７Ｏ）２Ｚｒ［Ａｌ（ＯＣ３Ｈ７）４］２、Ｂａ［Ｚｒ（ＯＣ２Ｈ５

）９］２等の複合金属アルコキシド等が好適である。
アルコキシド化合物及び／又はカルボン酸塩化合物の加水分解・縮合反応は、これらの化
合物を、通常、有機溶媒中で、水と接触させることにより行わせることができる。アルコ
ールが有機溶媒として好ましい。また、加水分解・縮合反応を進めるために、通常、加水
分解触媒を共存させる。外部添加法で用いる金属酸化物微粒子を得るための触媒としては
、塩酸、硝酸等の無機酸、酢酸等のカルボン酸等の酸触媒、アンモニア、アミン等の塩基
性触媒が好ましい。金属元素Ｍ´の種類により、適宜選択し得る。反応温度は通常０～１
２０℃であることが好ましく、より好ましくは、１０～１００℃である。
内部添加法で好適な触媒、条件に関しては、後述する。
【００８４】
次に、金属酸化物微粒子の中でも特に有用なケイ素系酸化物微粒子、及び、その製法につ
いて説明する。上記ケイ素系酸化物粒子（分散体）の具体例としては、ＳｉＯ２を主成分
とする、シリカ粒子の他に、ケイ素の一部に、アルキル基等の有機基が結合した、ポリオ
ルガノシロキサン系粒子が挙げられる。ポリオルガノシロキサンとしては、従来のポリオ
ルガノシロキサンが採用可能であり、粒子状でない形態のポリオルガルシロキサンも好適
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に用いることができる。例えば、ポリジメチルシロキサン、ポリメチルフェニルシロキサ
ン、ポリジフェニルシロキサンなどの線状のシリコーン化合物、ポリメチルシルセスキオ
キサン、ポリフェニルシルセスキオキサンなどのポリシルセスキオキサン化合物、カルボ
キシル基変成、アルコール変成、アミン変成、ポリエーテル変成、エポキシ変成などの変
成シリコーン化合物などが挙げられる。ポリオルガノシロキサンを樹脂組成物中に含有さ
せる場合には、その含有量は樹脂組成物の総質量に対して、０．０１～１０質量％の範囲
が好ましく、更に、０．１～２質量％の範囲が好ましい。ポリオルガノシロキサンは、高
アッベ光学部材、低アッベ光学部材いずれにも適用可能である。
例えば、ポリメチルシルセスキオキサン系粒子等のポリオルガノシロキサン系粒子等のポ
リオルガノシロキサンとしては・・・・一般式（３）；
　Ｒｍ３ＳｉＯ（４－ｍ３）／２　（３）
が好ましく例示される。
上記のシリカ粒子としては、ａ）水ガラスを出発原料とする方法、ｂ）加水分解可能なシ
リコン化合物の加水分解・縮合反応により得られたものが好ましい。
ａ）水ガラスと硝酸、塩酸等の無機酸とを水媒体中で混合する方法（前記酸アルカリによ
る分解沈殿法の一つ）や水ガラス水溶液をイオン交換樹脂と接触させることにより水ガラ
ス中のアルカリ金属成分とプロトンをイオン交換する方法（イオン交換方法）が好ましく
用いられる。この方法によると、コロイダル状のシリカ粒子が生成する。
得られた反応液（シリカの微細な粒子が生成、前者の方法では無機酸根とアルカリ金属の
塩が溶解している）より、必要に応じて、脱塩処理を施し、溶媒成分を一部除去すること
により濃縮されたシリカ粒子の水系分散体が得られる。従来技術公知の方法（加熱溶媒置
換、遠心分離と再分散等）で所望の溶媒に溶媒置換することができる。
ｂ）前記一般式（１）において、Ｍ´＝Ｓｉの場合のシリコン化合物を、含水有機溶媒中
、好ましくは含水アルコール中で、好ましくは、加水分解触媒存在下で、加水分解、縮合
反応させることにより得られる。触媒は、塩酸、硝酸等の無機酸、酢酸等のカルボン酸等
の酸触媒、アンモニア、アミン等の塩基性触媒が好ましく、特に塩基性触媒が好ましい。
得られたシリカ粒子の反応液を濃縮及び／又は所望の有機溶媒に溶媒置換することにより
、シリカ粒子の微粒子分散体とすることができる。
【００８５】
オルガノシロキサン系粒子系粒子等のポリオルガノシロキサン・・・・一般式（３）　Ｒ

ｍ３ＳｉＯ（４－ｍ３）／２の製法例
前記一般式（２）におけるＭ´＝Ｓｉの場合のシリコン化合物の少なくとも一種、又は、
前記一般式（２）におけるＭ´＝Ｓｉの場合のシリコン化合物の少なくとも一種及び前記
一般式（１）におけるＭ´＝Ｓｉの場合のシリコン化合物の少なくとも一種を、上記（ｂ
）と同様に、（共）加水分解・縮合することにより、得られる。
工業的に入手可能なケイ素系酸化物粒子分散体の例としては、日産化学のオルガノシリカ
ゾルが好適である。
【００８６】
本発明で使用する無機微粒子、及び、粒子状でないポリオルガノシロキサンの製造方法と
しては、上述した有機樹脂成分を含有してなる液体媒体中で、アルコキシド化合物及び／
又はカルボン酸塩化合物を加水分解及び縮合して無機微粒子を得る方法（内部析出法）が
好適である。樹脂成分を含有する液体媒体中で加水分解縮合物を得ることによって、有機
－無機の複合化が行われ、マトリックスである樹脂中に、無機微粒子が微細に分散した有
機－無機ハイブリッド（複合体）である本発明の樹脂組成物を得ることができる。このよ
うにして得られた有機－無機ハイブリッドは、優れた硬化性及び難燃性を発揮するもので
ある。
【００８７】
上記樹脂組成物の他の説明としては、下記のとおりである。なお、内部析出法及び外部添
加法の両方に共通する。
本発明の樹脂組成物は、上記無機微粒子を１質量％以上、より好ましくは５質量％以上、
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５０質量％以下、より好ましくは４０質量％以下含有することが好ましい。１質量％以上
とすることにより、得られる樹脂組成物の難燃性や熱的性質の改善効果が充分に発現する
こととなる。５０質量％を超えると、高粘度化して組成物を均一に混合できないおそれが
ある。無機微粒子の代わりにポリオルガノシロキサン（粒子状、又は、非粒子状）を用い
る場合については、前記した範囲が好ましい。
【００８８】
上記樹脂組成物としてはまた、２種以上の有機樹脂と無機微粒子とを溶媒５質量％以下に
調製してなる形態が好ましい。このような形態に調製することにより、連続生産可能とな
り、一体感を有し、強度が高く、透明性・耐熱性が高い熱硬化性樹脂を得ることができ、
５００ｎｍ透過率８０％以上であるレンズ材料（光学材料）として有用な熱硬化性材料を
提供することができる。このように、有機樹脂成分と無機微粒子成分とを含む樹脂組成物
であって、該樹脂組成物は、２種以上の有機樹脂と無機微粒子とを溶媒５質量％以下に調
製してなる樹脂組成物もまた、本発明の一つである。また、無機微粒子の代わりにポリオ
ルガノシロキサン（粒子状、又は、非粒子状）を用いた場合も同様の方法を好適に用いる
ことができる。
【００８９】
上記溶媒量としては、混合物（２種以上の有機樹脂と無機微粒子と溶媒（と必要に応じて
その他の成分）との混合物）１００質量％中、溶媒５質量％以下である。５質量％を超え
ると発泡や成形体の強度低下のおそれがある。溶媒量としてより好ましくは、３質量％以
下であり、更に好ましくは、１質量％以下である。本発明の好ましい形態の一つとして樹
脂組成物の粘度上昇を抑えるという観点からは、０．０５～５質量％の溶媒を混合物（樹
脂組成物）１００質量％中に残すことが好ましい。溶媒の残存量としてより好ましくは、
０．１～３質量％であり、更に好ましくは、０．５～２質量％である。本発明においては
、例えば、高沸点溶媒等を同時にエバポレートすることにより、短期間で溶媒を上記範囲
とすることができ、樹脂組成物を好適に得ることができることとなる。上記溶媒としては
、２－エチル－１－ヘキサノール、ドデカノール等が好ましい。また、無機微粒子の代わ
りにポリオルガノシロキサン（粒子状、又は、非粒子状）を用いた場合も同様である。
【００９０】
上記樹脂組成物においては、高分子量成分と低分子量成分とを含むものであるが、更に無
機微粒子を含むことが好適な形態の一つであり、これらの調製方法としては、低分子量成
分と無機微粒子（と必要に応じてその他の成分）とを混合し、溶媒（溶剤）を留去した後
、高分子量成分を添加する方法が好ましく、混合物（低分子量成分と無機微粒子と高分子
量成分と溶媒（と必要に応じてその他の成分）との混合物）１００質量％中、溶媒を５質
量％以下となるよう調製してなる形態が好ましい。樹脂（樹脂組成物）形成の際に、溶剤
を留去するが、通常は、この際の加熱により高分子量成分が無機微粒子と化学結合や物理
結合を形成する等して、樹脂組成物の粘度が上昇することとなるが、上記のように混合す
ることで、樹脂組成物の粘度が上昇することなく、好適な樹脂組成物を得ることができる
。また、高分子量材料の樹脂組成物へのなじみをよくすることができる。このように、有
機樹脂成分と無機微粒子成分とを含む樹脂組成物を製造する方法であって、該製造方法は
、２種以上の有機樹脂と無機微粒子とを混合し、最終的に溶媒５質量％以下で調製する工
程を含む樹脂組成物の製造方法もまた、本発明の好ましい実施形態の一つである。このよ
うな製造方法としてより好ましくは、上記２種以上の有機樹脂が分子量が７００以上のも
の（高分子量成分）と７００未満のもの（低分子量成分）とを必須とするものである形態
である。更に好ましくは、上記混合工程は、低分子量成分と無機微粒子と溶媒とを含む混
合物から溶媒の少なくとも一部を除去した後、高分子量成分を添加してなる形態である。
また、無機微粒子の代わりにポリオルガノシロキサン（粒子状、又は、非粒子状）を用い
た場合も同様の方法を好適に用いることができる。
【００９１】
上記分子量が７００以上の有機樹脂、分子量の測定方法及び樹脂組成物に含まれる無機微
粒子成分としては、上述と同様であることが好ましい。上記分子量が７００以上のものと
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７００未満のものの割合としては、〔７００以上／（樹脂組成物全体）〕×１００＝１５
～９０％であることが好ましい。より好ましくは、３０～９０％であり、更に好ましくは
、３５～８０％であり、特に好ましくは、４０～７０％である。なお、有機樹脂の具体例
としては、後述する。
上記２種以上の有機樹脂としては、２種以上のエポキシ化合物であることが好ましい。中
でも、脂環式エポキシ化合物及び／又は水添エポキシ化合物、特に脂環式エポキシ化合物
を含むことが好適である。すなわち、高分子量成分として高分子量エポキシ化合物と、低
分子量成分として低分子量エポキシ化合物を併用することが好ましい。また、無機微粒子
成分としては、上述したように、シリカであることが好適である。このように、２種以上
のエポキシ化合物をシリカと溶媒５％以下で混合する樹脂組成物もまた、本発明の好まし
い形態の一つである。また、無機微粒子の代わりにポリオルガノシロキサン（粒子状、又
は、非粒子状）を用いた場合も同様の方法を好適に用いることができる。
【００９２】
本発明の樹脂組成物の製造方法としては、上記樹脂組成物を製造できるものである限り特
に限定されないが、例えば、（１）無機微粒子（又は、ポリオルガノシロキサン）、有機
樹脂及び溶媒を含む混合物を調製する工程と、（２）上記混合物から溶媒を脱気する脱気
工程とを含むものであることが好ましい。
上記（１）の調製工程としては、上記３成分が含まれる混合物が調製できれば特に限定さ
れず、３成分が均一に混合されていればよく、任意の添加（配合）順序、混合方法を用い
ることができる。更に、上記混合物にはその他の成分が含まれていてもよい。
上記溶媒としては、メタノール、エタノール、イソプロパノール、ブタノール、メチルエ
チルケトン、アセトン、メチルイソブチルケトン、アセトニトリル、クロロホルム、トル
エン、キシレン等が好ましい。より好ましくは、イソプロパノール、ブタノール、メチル
エチルケトン、トルエンである。
上記調製工程としては、１００℃以下で調製を行うことが好ましい。
上記調製工程において、有機樹脂成分と無機微粒子成分と溶媒との割合としては、（有機
樹脂成分＋無機微粒子成分）／（有機樹脂成分＋無機微粒子成分＋溶媒）＝１０～９０質
量％であることが好ましい。より好ましくは、１５～６０質量％である。また、無機微粒
子成分の代わりに、粒子状でないポリオルガノシロキサンを用いる場合にも同様の方法を
用いることができる。
【００９３】
上記（２）の脱気工程としては、高沸点成分共存下で行われるものであることが好ましい
。高沸点成分共存下で脱気することにより、無機微粒子成分（又は、非粒子状ポリオルガ
ノシロキサン）を高濃度とすることができ、透明性とアッベ数がいずれも高い樹脂組成物
を得ることができる。また、混合物の増粘を効果的に抑えることができ、連続生産が可能
となる。なお、「高沸点成分共存下」とは、脱気工程において、高沸点成分が共存する期
間があればよく、該共存期間は、脱気工程の全期間であっても一部の期間であってもよい
が、増粘防止のため、全期間であることが好ましい。
上記高沸点成分の添加方法としては、本発明の作用効果を発揮する限り特に限定されず、
一括で添加してもよく、滴下して添加してもよく、分割添加等であってもよい。中でも、
一括添加が好適である。また、高沸点成分の添加時期（又は添加開始時期）としては特に
限定されず、例えば、（１）調製工程の終了後であって、脱気工程の開始前であってもよ
く、（２）調製工程の中であってもよく、（３）脱気工程の中であってもよい。これらの
中でも、増粘防止のため、（１）であることが好ましい。このように、無機微粒子成分や
非粒子状ポリオルガノシロキサン等の無機物と有機樹脂成分等の有機物とを混合した後の
溶媒を脱気する前に高沸点材料を添加する製造方法もまた、本発明の好ましい形態の一つ
である。
【００９４】
上記高沸点成分の添加量としては、有機樹脂成分と無機微粒子成分と脱気前の溶媒と高沸
点成分と必要に応じてその他の成分の混合物１００質量％に対し、０．０１～１０質量％
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であることが好ましい。より好ましくは、０．１～５質量％であり、更に好ましくは、０
．５～３質量％である。
なお、高沸点成分は、脱気工程終了時に組成物中に残存することとなる。その割合として
は、脱気工程終了時の混合物１００質量％中、０．０１～１０質量％であることが好まし
い。より好ましくは、０．０１～５質量％であり、更に好ましくは、０．５～３質量％で
ある。また、上記無機微粒子成分の代わりに非粒子状ポリオルガノシロキサンを用いる場
合にも、同様の高沸点成分の添加量を好ましく用いることができる。
上記高沸点成分の残存量は、ガスクロマトグラフィー（ＧＣ）で測定することができる。
測定条件としては、下記のとおりである。
（ＧＣの測定条件）
カラム：ＧＬサイエンス社製「ＤＢ－１７」
キャリアーガス：ヘリウム
流速：１．４４ｍＬ／分
【００９５】
上記脱気工程においては、溶媒を脱気できる条件であれば特に限定されないが、有機樹脂
成分の分解や硬化反応、無機微粒子成分の凝集が過度におこるのを抑制する条件であるこ
とが好ましい。具体的には、脱気温度は２００℃以下であることが好ましい。より好まし
くは、１００℃以下であり、更に好ましくは、８０℃以下である。脱気時間としては、７
２時間以下であることが好ましい。より好ましくは、２４時間以下であり、更に好ましく
は、２時間以下である。脱気工程における圧力としては、常圧であってもよいが、２００
ｔｏｒｒ以下であることが好ましく、１００ｔｏｒｒ以下であることがより好ましい。
上記脱気工程において、脱気工程終了とは、その時点の混合物１００質量％に対して、溶
媒の含有量が５質量％以下となる場合である。脱気工程終了時の溶媒の含有量としてより
好ましくは、３質量％以下であり、更に好ましくは、１質量％以下であり、特に好ましく
は０．５質量％以下である。また、上記無機微粒子成分の代わりに非粒子状ポリオルガノ
シロキサンを用いる場合にも、同様の方法を好ましく用いることができる。更に、無機微
粒子成分と非粒子状ポリオルガノシロキサンを併用してもよい。
【００９６】
上記高沸点成分としては、２－エチル－１－ヘキサノール、ドデカノール、ブタノール等
の沸点が１００℃以上のアルコール等が好ましい。より好ましくは、沸点が１２０℃以上
のアルコール（具体的には、２－エチル－１－ヘキサノール、ドデカノール）であり、更
に好ましくは、沸点が１５０℃以上のアルコールである。このように、高沸点材料がアル
コールである組成物が好ましい。沸点が１２０℃以上のアルコールとしては、上記の中で
も２－エチル－１－ヘキサノール、ドデカノールがより好ましく、２－エチル－１－ヘキ
サノールが更に好ましい。なお、沸点が１００℃未満のアルコールでは、混合物の増粘が
充分には防げられないおそれがあることから、沸点が１００℃以上のアルコールであるこ
とが好ましい。上記高沸点成分は、沸点が１００℃以上のアルコールである樹脂組成物の
製造方法もまた、本発明の好ましい形態の一つである。なお、沸点１２０℃以上のアルコ
ールの中でも、沸点１５０℃以上のアルコールがより好ましく、沸点１９０℃以上のアル
コールが更に好ましい。
【００９７】
本発明の樹脂組成物としては、上述の方法で製造されることが好適である。すなわち、有
機樹脂成分と無機微粒子成分とを含む樹脂組成物を製造する方法であって、該製造方法は
、無機微粒子、有機樹脂成分及び溶媒を含む混合物を調製する工程と、該混合物から溶媒
を脱気する脱気工程とを含み、該脱気工程が、高沸点成分共存下で行われる樹脂組成物の
製造方法もまた、本発明の好ましい形態の一つである。
上記製造方法において、製造される樹脂組成物は、有機樹脂成分と無機微粒子成分とを含
むものであるが、有機樹脂成分と無機微粒子成分としては、上述のものを好適に用いるこ
とができる。また、その他の成分や硬化方法等、樹脂組成物に関する記載はすべて上記樹
脂組成物の製造方法に好適に適用することができるものである。なお、有機樹脂成分とし
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て特に好ましくは、脂環式エポキシ化合物及び／又は水添エポシキ化合物を必須とするも
のであり、最も好ましくは、脂環式エポキシ化合物を必須とするものである。樹脂組成物
の製造方法もまた、本発明の好ましい形態の一つである。また、上記無機微粒子成分の代
わりに非粒子状ポリオルガノシロキサンを用いた形態も好ましい形態の一つである。更に
、無機微粒子成分と非粒子状ポリオルガノシロキサンを併用してもよい。
【００９８】
本発明の樹脂組成物は、上記製造方法から得られるものであることが好ましいが、この場
合、上記製造方法においては、高沸点成分の共存下で脱気し、高沸点成分は組成物中に残
存することから、樹脂組成物に高沸点成分が含まれることとなる。高沸点成分の好ましい
形態としては、上述したように、高沸点のアルコールであり、高沸点材料（高沸点アルコ
ール）を含む有機樹脂成分（例えば、脂環式硬化性物質）と無機微粒子成分（例えば、無
機分散体）からなる樹脂組成物であることが好ましい。このように、沸点１００℃以上（
好ましくは１２０℃以上であり、より好ましくは１５０℃以上であり、更に好ましくは１
９０℃以上である。）のアルコール、有機樹脂成分（例えば、熱硬化性材料）、無機微粒
子成分（例えば、無機酸化物）を含む透明樹脂組成物もまた、本発明の好ましい形態の一
つである。
【００９９】
本発明の樹脂組成物は、上述した樹脂や無機微粒子（又は、粒子状でないポリオルガノシ
ロキサン）の他に、離型剤、硬化剤、硬化促進剤、反応性希釈剤、不飽和結合をもたない
飽和化合物、顔料、染料、酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、可塑剤、非反応性化合
物、連鎖移動剤、熱重合開始剤、嫌気重合開始剤、重合禁止剤、無機充填剤や有機充填剤
、カップリング剤等の密着向上剤、熱安定剤、防菌・防カビ剤、難燃剤、艶消し剤、消泡
剤、レベリング剤、湿潤・分散剤、沈降防止剤、増粘剤・タレ防止剤、色分かれ防止剤、
乳化剤、スリップ・スリキズ防止剤、皮張り防止剤、乾燥剤、防汚剤、帯電防止剤、導電
剤（静電助剤）等を含有してもよい。
【０１００】
上記離型剤（又は添加剤）としては、通常の離型剤を好適にもちいることができるが、炭
素数８～３６のアルコール、カルボン酸、カルボン酸エステル及びカルボン酸塩からなる
群より選ばれる少なくとも一つの化合物であることが好ましい。このような離型剤を含有
することで、金型を用いて硬化する際に、容易に金型を剥がすことができ、硬化物の表面
に傷をつけることなく外観を制御し、透明性を発現させることもできることから、電気・
電子部品材料や光学用途における材料として特に有用である。
上記化合物としては、上述した群より選ばれる少なくとも一つの化合物を有するものであ
ればよく、これらの中でも好ましくは、アルコール、カルボン酸、カルボン酸エステルで
あり、より好ましくはカルボン酸である。
上記化合物は炭素数８～３６であり、直鎖状、分岐状、環状等のいずれの構造であっても
よく、分岐しているものが好ましい。
上記炭素数としては、８～３６の整数である。このような範囲のある程度の長鎖を有する
のものであれば、本発明の作用効果を発揮し、樹脂組成物の透明性、作業性等の機能を損
なうことなく優れた剥離性を示すことができる。また、入手が比較的容易であり、経済性
も優れたものとすることができる。炭素数として好ましくは、８～２０であり、より好ま
しくは、１０～１８である。
【０１０１】
上記化合物は、炭素数８～３６のアルコール、カルボン酸、カルボン酸エステル及びカル
ボン酸塩からなる群より選ばれる少なくとも一つの化合物であり、具体例としては、下記
のものが好適である。
上記炭素数が８～３６アルコールとは、一価又は多価のアルコールであり、直鎖状のもの
でも分岐状のものでもよい。具体的には、オクチルアルコール、ノニルアルコール、デシ
ルアルコール、ウンデシルアルコール、ラウリルアルコール、トリデシルアルコール、テ
トラデシルアルコール、ペンタデシルアルコール、パルミチルアルコール、マーガリルア
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ルコール、ステアリルアルコール、ノナデシルアルコール、エイコシルアルコール、セリ
ルアルコール、ミリシルアルコ－ル、メチルペンチルアルコール、２－エチルブチルアル
コール、２－エチルヘキシルアルコール、３．５－ジメチル－１－ヘキサノール、２，２
，４－トリメチル－１－ペンタノール、ジペンタエリスリトール、２－フェニルエタノー
ル等が好適である。上記アルコールとしては、脂肪族アルコールが好ましく、なかでも、
オクチルアルコール（オクタノール）、ラウリルアルコール、２－エチルヘキシルアルコ
ール（２－エチルヘキサノール）、ステアリルアルコールがより好ましい。
上記炭素数が８～３６のカルボン酸とは、１価又は多価のカルボン酸であり、２－エチル
ヘキサン酸、オクタン酸、ノナン酸、デカン酸、ウンデカン酸、ラウリン酸、トリデカン
酸、テトラデカン酸、ペンタデカン酸、パルミチン酸、１－ヘプタデカン酸、ステアリン
酸、ノナデカン酸、エイコサン酸、１－ヘキサコサン酸、ベヘン酸等が好適である。好ま
しくは、オクタン酸、ラウリン酸、２－エチルヘキサン酸、ステアリン酸である。
【０１０２】
上記炭素数が８～３６のカルボン酸エステルとは、（１）上記アルコールとカルボン酸と
から得られるカルボン酸エステル、（２）メタノール、エタノール、プロパノール、ヘプ
タノール、ヘキサノール、グリセリン、ベンジルアルコール等の炭素数１～７のアルコー
ルと上記カルボン酸との組み合わせで得られるカルボン酸エステル、（３）酢酸、プロピ
オン酸、ヘキサン酸、ブタン酸等の炭素数１～７のカルボン酸と上記アルコールとの組み
合わせで得られるカルボン酸エステル等が好適である。これらのなかでも、ステアリン酸
メチルエステル、ステアリン酸エチルエステル、酢酸オクチル等が好ましい。
上記炭素数が８～３６のカルボン酸塩とは、上記カルボン酸と、アミン、Ｎａ、Ｋ、Ｍｇ
、Ｃａ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｚｎ、Ｓｎとの組み合わせで得られるカルボン
酸塩等が好適である。これらのなかでも、ステアリン酸Ｚｎ、ステアリン酸Ｍｇ、２－エ
チルヘキサン酸Ｚｎ等が好ましい。
上述の化合物の中でもより好ましくは、ステアリン酸及びステアリン酸エステル等のステ
アリン酸系化合物、アルコール系化合物であり、更に好ましくは、ステアリン酸系化合物
である。このように、上記樹脂組成物は、ステアリン酸系化合物を含有する樹脂組成物も
また、本発明の好ましい形態の一つである。
上記離型剤の含有量としては、樹脂組成物１００質量％に対して、１０質量％以下である
ことが好ましい。１０質量％を超えると樹脂が硬化しにくくなる等のおそれがある。より
好ましくは、０．０１～５質量％であり、更に好ましくは、０．１～２質量％である。
【０１０３】
上記硬化剤としては、種々のものが挙げられるが、例えば、熱潜在性硬化剤、光潜在性硬
化剤等の重合開始剤や、酸無水物硬化剤等が挙げられる。重合開始剤を用いる場合には、
短時間で硬化を行うことができるため、薄膜材料や、撮像用レンズ等の小型薄膜を製造す
る場合に好適である。また、酸無水物硬化剤を用いる場合には、硬化時の温度を厳密に制
御することができるため、厚膜や、成形体を製造する場合に好適である。
酸無水物硬化剤としては、無水フタル酸、ヘキサヒドロ無水フタル酸、テトラヒドロ無水
フタル酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、無水コハク酸、無水ドデシニルコハク酸、
無水ジクロルコハク酸、無水マレイン酸、無水メチルナジック酸、無水ピロメリット酸、
メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、メチルシクロヘキセンジカルボン酸無水物、エンドメ
チレンテトラヒドロ無水フタル酸、メチルエンドメチレンテトラヒドロ無水フタル酸、メ
チルブテニルテトラヒドロ無水フタル酸、アルキルスチレンー無水マレイン酸共重合体、
テトラブロム無水フタル酸、ポリアゼライン酸無水物、無水クロレンディク酸、無水ベン
ゾフェノンテトラカルボン酸等の酸無水物が挙げられる。製造時の作業性や硬化後の特性
、生産性等の観点からは、これらの中でも常温で液状であるものが好ましい。
【０１０４】
上記硬化剤としては、熱潜在性硬化剤も好ましい。熱潜在性硬化剤とは、熱潜在性カチオ
ン発生剤、カチオン重合開始剤とも呼ばれ、樹脂組成物において硬化温度になれば、硬化
剤としての実質的な機能を発揮するものである。このような熱潜在性カチオン発生剤を用
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いることにより、例えば、室温で硬化がすすむような有機樹脂を用いた場合であっても、
室温で硬化を進まないようにすることができ、硬化反応のハンドリングが容易にできるよ
うになる。また、得られる樹脂組成物の耐湿性が劇的に改善され、過酷な使用環境におい
ても樹脂組成物が有する優れた光学特性を保持し、種々の用途に好適に用いることができ
るものとなる。通常、屈折率が高い水分が樹脂組成物やその硬化物に含まれると、濁りの
原因になるが、優れた耐湿性が発揮できることから、このような濁りが抑制され、レンズ
等の光学用途に好適に用いることができる。特に車載用カメラや宅配業者向けバーコード
読み取り機などの用途では、長時間の紫外線照射や夏季の高温暴露により黄変や強度劣化
が懸念されるが、これらの現象は空気や水分の紫外線照射又は熱線暴露の相乗効果により
酸素ラジカルの発生が原因と考えられる。耐湿性が向上することで、樹脂組成物中への吸
湿が抑制され、紫外線照射又は熱線暴露の相乗効果による酸素ラジカル発生も抑えられる
ため、樹脂組成物の黄変や強度低下を引き起こすことなく長時間にわたり優れた耐熱性を
発揮する。
【０１０５】
上記熱潜在性カチオン発生剤としては、下記一般式（４）；
（Ｒ４

ｄＲ５
ｅＲ６

ｆＲ７
ｇＺ）＋ｋ（ＡＸｎ３）－ｋ（４）

（式中、Ｚは、Ｓ、Ｓｅ、Ｔｅ、Ｐ、Ａｓ、Ｓｂ、Ｂｉ、Ｏ、Ｎ及びハロゲン元素からな
る群より選ばれる少なくとも一つの元素を表す。Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６及びＲ７は、同一又は
異なって、有機基を表す。ｄ、ｅ、ｆ及びｇは、０又は正数であり、ｄ、ｅ、ｆ及びｇの
合計はＺの価数に等しい。カチオン（Ｒ４

ｄＲ５
ｅＲ６

ｆＲ７
ｇＺ）＋ｋはオニウム塩を

表す。Ａは、ハロゲン化物錯体の中心原子である金属元素又は半金属元素（ｍｅｔａｌｌ
ｏｉｄ）を表し、Ｂ、Ｐ、Ａｓ、Ａｌ、Ｃａ、Ｉｎ、Ｔｉ、Ｚｎ、Ｓｃ、Ｖ、Ｃｒ、Ｍｎ
、Ｃｏからなる群より選ばれる少なくとも一つである。Ｘは、ハロゲン元素を表す。ｋは
、ハロゲン化物錯体イオンの正味の電荷である。ｋは、ハロゲン化物錯体イオン中のハロ
ゲン元素の数である。）で表されるものであることが好ましい。
【０１０６】
上記熱潜在性カチオン発生剤としては、上述の構造を有するものであればよいが、これら
は、一般に、硬化温度でカチオンが発生することになる。硬化温度としては、２５～２５
０℃であることが好ましい。より好ましくは６０～２００℃、更に好ましくは８０～１８
０℃である。
また硬化条件としては硬化温度を段階的に変化させてもよい。例えば、樹脂組成物の硬化
物を製造する上での生産性を向上する目的で型内に所定の温度・時間で保持した後、型か
ら取り出して空気又は不活性ガス雰囲気内に静置して熱処理することも可能である。この
場合の硬化温度としては型内保持温度を２５℃～２５０℃、より好ましくは６０℃～２０
０℃、更に好ましくは８０～１８０℃であり、保持時間は１０秒～５分、より好ましくは
３０秒～５分、更に好ましくは１分～３分である。
【０１０７】
上記一般式（４）の陰イオン（ＡＸｎ３）－ｋの具体例としては、テトラフルオロボレー
ト（ＢＦ４－）、ヘキサフルオロホスフェート（ＰＦ６－）、ヘキサフルオロアンチモネ
ート（ＳｂＦ６－）、ヘキサフルオロアルセネート（ＡｓＦ６－）、ヘキサクロロアンチ
モネート（ＳｂＣｌ６－）等が挙げられる。
更に一般式ＡＸｎ３（ＯＨ）－で表される陰イオンも用いることができる。また、その他
の陰イオンとしては、過塩素酸イオン（ＣｌＯ４

－）、トリフルオロメチル亜硫酸イオン
（ＣＦ３ＳＯ３

－）、フルオロスルホン酸イオン（ＦＳＯ３
－）、トルエンスルホン酸イ

オン、トリニトロベンゼンスルホン酸イオン等が挙げられる。
【０１０８】
上記熱潜在性カチオン発生剤の具体的な商品としては、ジアゾニウム塩タイプ：ＡＭＥＲ
ＩＣＵＲＥシリーズ（アメリカン・キャン社製）、ＵＬＴＲＡＳＥＴシリーズ（アデカ社
製）、ＷＰＡＧシリーズ（和光純薬社製）
ヨードニウム塩タイプ：ＵＶＥシリーズ（ゼネラル・エレクトリック社製）、ＦＣシリー
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ズ（３Ｍ社製）、ＵＶ９３１０Ｃ（ＧＥ東芝シリコーン社製）、Ｐｈｏｔｏｉｎｉｔｉａ
ｔｏｒ　２０７４（ローヌプーラン社製）、ＷＰＩシリーズ（和光純薬社製）
スルホニウム塩タイプ：ＣＹＲＡＣＵＲＥシリーズ（ユニオンカーバイド社製）、ＵＶＩ
シリーズ（ゼネラル・エレクトリック社製）、ＦＣシリーズ（３Ｍ社製）、ＣＤシリーズ
（サトーマー社製）、オプトマーＳＰシリーズ・オプトマーＣＰシリーズ（アデカ社製）
、サンエイドＳＩシリーズ（三新化学工業社製）、ＣＩシリーズ（日本曹達社製）、ＷＰ
ＡＧシリーズ（和光純薬社製）、ＣＰＩシリーズ（サンアプロ社製）
等が挙げられる。
【０１０９】
本発明の樹脂組成物は、４０ｋｇｆ／ｃｍ２以下の強度で離型するものであることが好ま
しい。上記樹脂組成物において、４０ｋｇｆ／ｃｍ２以下の強度で離型するとは、当該技
術分野において容易に剥離し、製造工程で生産性よく製造することができ、樹脂組成物の
連続生産ができると評価されることを意味する。離型強度が、４０ｋｇｆ／ｃｍ２を超え
ると生産性よく製造できず、経済性に優れたものとならないおそれがある。剥離強度とし
て好ましくは、２０ｋｇｆ／ｃｍ２以下であり、より好ましくは、１０ｋｇｆ／ｃｍ２以
下であり、更に好ましくは、１ｋｇｆ／ｃｍ２以下であり、特に好ましくは、０．１ｋｇ
ｆ／ｃｍ２以下である。
上記剥離強度は、透明材料の連続生産時に必要な条件として、副反応が生じる１５０℃以
下の温度で短時間にある程度の材料硬度（４０ｋｇｆ／ｃｍ２以下の強度で離型する）で
あることが好ましい。このような剥離強度（材料硬度）は、例えば、以下のようにして評
価することができる。１２０℃、２．５分で樹脂組成物をＳＵＳ３０４基板状に高さ１ｍ
ｍで硬化し、３０℃に３０ｓ以内で冷却し、樹脂とＳＵＳ３０４の界面にカッター（エヌ
ティー社製、本体型番：Ｌ－５００、刃の型番：ＢＬ－１５０Ｐ）を所望の力（例えば、
剥離強度４０ｋｇｆ／ｃｍ２の力）で押し当てて離型のしやすさを評価することができる
。なお、剥離強度４０ｋｇｆ／ｃｍ２の力は、１．５ｋｇの荷重を長さ２ｃｍの樹脂と、
ＳＵＳ３０４界面にカッターを用いて加えたときの値として算出している。なお、カッタ
ーの刃先の荷重が加わる面積を、０．０４ｃｍ２とした。
【０１１０】
本発明の樹脂組成物の硬化方法としては、熱硬化や光硬化等の種々の方法を好適に用いる
ことができるが、樹脂組成物に硬化剤や必要に応じてその他の材料を混合して１液とし、
硬化物の形状に合わせた金型に該混合液を塗出して硬化させ、その後硬化物を金型から取
り出す方法が好適に用いられる。このような方法においては、硬化剤等を混合した硬化性
樹脂組成物の粘度は、取り扱いが容易であることから、著しく上昇しない方が好ましい。
すなわち、混合直後に比べて２５℃で３日間保存後の硬化性樹脂組成物の粘度が、２００
％以下であることが好ましい。２００％を超えると、金型への液の塗出が困難となりうる
おそれがあり、金型内での流動性にも悪影響を与えるおそれがある。より好ましくは、１
８０％以下であり、更に好ましくは、１５０％以下である。このように、上記樹脂組成物
は、硬化性樹脂組成物として１液での混合物の粘度上昇率が、２５℃で３日間保存後に混
合直後に比べて２００％以下となる樹脂組成物もまた、本発明の好ましい形態の一つであ
る。
【０１１１】
上記樹脂組成物を硬化して硬化物を製造する方法としては、通常用いられている方法を好
適に使用することができ、後述するように樹脂組成物の種類に応じて適宜選択することが
できるが、上記樹脂組成物を５分以内で硬化させて硬化物を製造する方法であることが好
ましい。具体的には、上記樹脂組成物に硬化剤や必要に応じてその他の材料を混合して１
液とし、硬化物の形状に合わせた金型に該混合液を塗出して、５分以内で硬化させること
が好ましい。金型を用いた硬化を短時間で行うことにより、経済性に優れた方法とするこ
とができる。このように、上記樹脂組成物を硬化して硬化物を製造する方法であって、該
製造方法は、樹脂組成物を５分以内で硬化させて硬化物を製造する樹脂組成物の硬化方法
もまた、本発明の好ましい形態の一つである。
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上記硬化時間（金型を用いた硬化時間）が５分を超えると、生産性が悪くなる。より好ま
しくは、３分以内であり、更に好ましくは、２分以内であり、最も好ましくは、１分以内
である。上記硬化温度としては、硬化させる樹脂組成物等に応じて適宜設定することがで
きるが、８０～２００℃であることが好ましい。より好ましくは、１００～１８０℃であ
り、更に好ましくは、１１０～１５０℃である。具体的には、１１０℃で３分硬化させる
ことが好適である。
上記硬化方法おいては、金型から取り出し、形状を保てる程度の硬度であればよく、１ｋ
ｇｆ／ｃｍ２以上の力で押し出したときの形状変化の割合が１０％以下の硬化強度（硬度
）であることが好ましい。上記形状変化の割合として好ましくは、１％以下であり、より
好ましくは、０．１％以下であり、更に好ましくは、０．０１％以下である。
【０１１２】
本発明の樹脂組成物においては、上記のように金型を用いて５分以内で硬化させた後、硬
化物を金型から取り出し、ポストキュア（ベーク）を行うことか好ましい。ポストキュア
を行うことにより、硬化物が充分な硬度をもち、種々の用途に好適に用いることができる
。また、ポストキュアにおいては、ある程度の硬度を持つ硬化物を更に硬化させる点から
、取り扱い性に優れている。そのため、金型を用いないでよいことから、小さな面積で大
量の製品をポストキュアできる利点がある。
上記ポストキュアにおいて、硬化温度及び硬化時間としては、硬化させる樹脂組成物等に
応じて適宜設定することができる。例えば、硬化温度としては、８０～２００℃であるこ
とが好ましい。より好ましくは、１００～１８０℃であり、更に好ましくは、１１０～１
５０℃である。ポストキュアの硬化時間としては、硬化温度にも依存するが、１～４８時
間であることが好ましい。より好ましくは、１～１０時間であり、更に好ましくは、２～
５時間である。
【０１１３】
以下、本発明の樹脂組成物の硬化方法について更に説明する。本発明の樹脂組成物の硬化
には、使用する樹脂の性質に応じて、従来公知の方法を採用することができる。
本発明の樹脂組成物の樹脂成分として、エポキシ基を少なくとも１つ有する化合物を含有
する場合は、硬化剤を用いて熱硬化することにより、硬化物とすることができる。上記硬
化剤としては、上述した熱潜在性カチオン発生剤を用いることが好ましい。また、熱潜在
性カチオン発生剤以外の硬化剤としては、例えば、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、ヘ
キサヒドロ無水フタル酸、無水メチルヘキサヒドロフタル酸、無水ピロメリット酸、メチ
ルナジック酸等の酸無水物類；フェノールノボラック樹脂、クレゾールノボラック樹脂、
ビスフェノールＡノボラック樹脂、ジシクロペンタジエンフェノール樹脂、フェノールア
ラルキル樹脂、テルペンフェノール樹脂等の種々のフェノール樹脂類；種々のフェノール
類とヒドロキシベンズアルデヒド、クロトンアルデヒド、グリオキザール等の種々のアル
デヒド類との縮合反応で得られる多価フェノール樹脂等の各種のフェノール樹脂類；ＢＦ

３錯体、スルホニウム塩類、イミダゾール類等の１種又は２種以上を用いることができる
。また、上記エポキシ基を少なくとも１つ有する化合物を後述する多価フェノール化合物
で硬化することも好ましい態様である。
【０１１４】
上記エポキシ基を少なくとも１つ有する化合物を含有する樹脂組成物の硬化においては、
硬化促進剤を用いることができ、例えば、トリフェニルホスフィン、トリブチルヘキサデ
シルホスフォニウムブロマイド、トリブチルホスフィン、トリス（ジメトキシフェニル）
ホスフィン等の有機リン化合物等の１種又は２種以上が好適である。上記硬化温度として
は、７０～２００℃が好ましい。より好ましくは、８０～１５０℃である。
【０１１５】
本発明の樹脂組成物の樹脂成分として、多価フェノール化合物を含有する場合は、硬化剤
を用いて熱硬化することにより、硬化物とすることができる。上記硬化剤としては、エポ
キシ基を少なくとも２つ有する化合物を挙げることができ、上記エポキシ基を少なくとも
２個有する化合物としては、１分子内に平均２個以上のエポキシ基を有するエポキシ樹脂
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が好適であり、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ等のビスフェノ
ール類とエピハロヒドリンとの縮合反応により得られるエピビスタイプグリシジルエーテ
ル型エポキシ樹脂；フェノール、クレゾール、キシレノール、レゾルシン、カテコール、
ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ等のフェノール類とホルムアルデヒド、アセトアル
デヒド、プロピオンアルデヒド、ベンズアルデヒド、サリチルアルデヒド、ジシクロペン
タジエン、テルペン、クマリン、パラキシリレンジメチルエーテル、ジクロロパラキシレ
ン等を縮合反応させて得られる多価フェノールを、更にエピハロヒドリンと縮合反応する
ことにより得られるノボラック・アラルキルタイプグリシジルエーテル型エポキシ樹脂；
テトラヒドロフタル酸、へキサヒドロフタル酸、安息香酸とエピハロヒドリンとの縮合反
応により得られるグリシジルエステル型エポキシ樹脂；水添ビスフェノールやグリコール
類とエピハロヒドリンとの縮合反応により得られるグリシジルエーテル型エポキシ樹脂；
ヒンダトインやシアヌール酸とエピハロヒドリンとの縮合反応により得られる含アミング
リシジルエーテル型エポキシ樹脂；ビフェニル型エポキシ樹脂、ナフタレン型エポキシ樹
脂等の芳香族多環式エポキシ樹脂等が好適である。また、これらエポキシ樹脂と多塩基酸
類及び／又はビスフェノール類との付加反応により分子中にエポキシ基を有する化合物で
あってもよい。これらは１種又は２種以上を用いることができる。
【０１１６】
上記多価フェノール化合物とエポキシ樹脂系硬化剤との配合質量比（多価フェノール化合
物／エポキシ樹脂系硬化剤）としては、３０／７０以上となるようにすることが好ましく
、また、７０／３０以下となるようにすることが好ましい。３０／７０未満であると、形
成される硬化物の機械物性等が低下するおそれがあり、７０／３０を超えると、難燃性が
不充分となるおそれがある。より好ましくは、３５／６５以上であり、また、６５／３５
以下である。上記硬化には硬化促進剤を使用してもよく、上記硬化促進剤としては、２－
メチルイミダゾール、２－エチル－４－メチルイミダゾール等のイミダゾール類；２，４
，６－トリス（ジメチルアミノメチル）フェノール、ベンジルメチルアミン、ＤＢＵ（１
，８－ジアザビシクロ〔５．４．０〕－７－ウンデセン）、ＤＣＭＵ（３－（３，４－ジ
クロロフェニル）－１，１－ジメチル尿素）等のアミン類；トリブチルホスフィン、トリ
フェニルホスフィン、トリス（ジメトキシフェニル）ホスフィン等の有機リン化合物等が
好適である。
【０１１７】
本発明の樹脂組成物の樹脂成分として、重合性不飽和結合を有する化合物を含有する場合
の硬化方法としては、活性エネルギー線の照射による硬化方法、熱による硬化方法が挙げ
られるが、本発明の樹脂組成物が２００～４００ｎｍに固有の分光感度を有しており、光
重合開始剤不在下において、波長１８０～５００ｎｍの紫外線又は可視光線を照射するこ
とによって重合させることができ、とりわけ、２５４ｎｍ、３０８ｎｍ、３１３ｎｍ、３
６５ｎｍの波長の光が硬化に有効であるので、活性エネルギー線の照射による硬化方法が
好適である。また、本発明の樹脂組成物は、空気中及び／又は不活性ガス中のいずれにお
いても硬化させることができる。
【０１１８】
上記重合性不飽和結合を有する化合物を含有する樹脂組成物は、上述した紫外線又は可視
光線以外の活性エネルギー線の照射によっても硬化させることができ、活性エネルギー線
としては、ラジカル性活性種を生成させることができるものであればよく、上述した紫外
線又は可視光線の他に、電子線、α線、β線、γ線のような電離放射線、マイクロ波、高
周波、赤外線、レーザー光線等が好適であり、ラジカル性活性種を発生させる化合物の吸
収波長を考慮して適宜選択すればよい。
【０１１９】
上記波長１８０～５００ｎｍの紫外線又は可視光線の光発生源としては、低圧水銀ランプ
、高圧水銀ランプ、超高圧水銀ランプ、メタルハライドランプ、ケミカルランプ、ブラッ
クライトランプ、水銀－キセノンランプ、エキシマーランプ、ショートアーク灯、ヘリウ
ム・カドミニウムレーザー、アルゴンレーザー、エキシマーレーザー、太陽光等が好適で
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ある。上記波長１８０～５００ｎｍの紫外線又は可視光線の照射時間としては、活性エネ
ルギー線の波長照射量によって適宜設定すればよいが、０．１マイクロ秒～３０分が好ま
しく、０．１ミリ秒～１分がより好ましい。
【０１２０】
上記活性エネルギー線の照射による硬化においては、硬化反応をより効率的に行うために
、公知慣用の光重合開始剤を添加して硬化させてもよい。上記光重合開始剤の配合量とし
ては、本発明の硬化性樹脂成分１００質量部に対して、０．１質量部～１０質量部である
ことが好ましい。０．１質量部未満であると、光重合が効率的に進行しないおそれがあり
、１０質量部を超えても、硬化速度の更なる向上効果はなく、逆に硬化が不充分となるお
それがある。
【０１２１】
上記光重合開始剤としては、分子内結合開裂型の光重合開始剤、分子内水素引き抜き型の
光重合開始剤等が挙げられる。上記分子内結合開裂型の光重合開始剤としては、ジエトキ
シアセトフェノン、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル－（２－ヒドロキシ－２－
プロピル）ケトン、２－メチル－２－モルホリノ（４－チオメチルフェニル）プロパン－
１－オン（チバ・ガイギー社製「イルガキュア９０７」）、２－ベンジル－２－ジメチル
アミノ－１－（４－モルホリノフェニル）－ブタノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１
－フェニルプロパン－１－オン（メルク社製「ダロキュア１１７３」）、１－ヒドロキシ
シクロヘキシルフェニルケトン（チバ・ガイギー社製「イルガキュア１８４」）、１－（
４－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン（メルク
社製「ダロキュア１１１６」）、ベンジルジメチルケタール（チバ・ガイギー社製「イル
ガキュア６５１」）、オリゴ｛２－ヒドロキシ－２－メチル－１－「４－（１－メチルビ
ニル）フェニル」プロパン｝（ラムベルティ社製エサキュアーＫＩＰ１００）、４－（２
－アクリロイル－オキシエトキシ）フェニル－２－ヒドロキシ－２－プロピルケトン（チ
バ・ガイギー社製「ＺＬＩ３３３１」等のアセトフェノン系、ベンゾイン、ベンゾインイ
ソプロピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンゾインアルキル等のベンゾイ
ン誘導体、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトンとベンゾフェノンとの混合物（
チバ・ガイギー社製「イルガキュア５００」）、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフ
ェニルホスフィンオキサイド（ＢＡＳＦ社製「ルシリンＴＰＯ」）、ビスアシルホスフィ
ンオキサイド（チバ・ガイギー社製「ＣＧＩ１７００」）等のアシルホスフィンオキサイ
ド系、ベンジル及びベンジル誘導体、メチルフェニルグリオキシエステル、３，３´，４
，４´－テトラ（ｔ－ブチルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン（日本油脂社製ＢＴ
ＴＢ）等が好適である。
【０１２２】
上記分子内水素引き抜き型光重合開始剤としては、ベンゾフェノン、ο－ベンゾイル安息
香酸メチル及びο－ベンゾイル安息香酸アルキル、４－フェニルベンゾフェノン、４，４
´－ジクロロベンゾフェノン、ヒドロキシベンゾフェノン、４－ベンゾイル－４´－メチ
ル－ジフェニルサルファイド、アクリル化ベンゾフェノン、３，３´，４，４´－テトラ
（ｔ－ブチルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３´－ジメチル－４－メトキ
シベンゾフェノン等のベンゾフェノン系、２－イソプロピルチオキサントン、２，４－ジ
メチルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、２，４－ジクロロチオキサン
トン等のチオキサントン系、ミヒラーケトン、４，４´－ジエチルアミノベンゾフェノン
等のアミノベンゾフェノン系、１０－ブチル－２－クロロアクリドン、２－エチルアンス
ラキノン、９，１０－フェナンスレンキノン、カンファーキノン等が好適である。
【０１２３】
上記光重合開始剤として用いることができるその他の化合物としては、２，２－ジメトキ
シ－１，２ージフェニルエタン－１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル
－ケトン、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプロパ
ノン－１、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル－プロパン－１－オン及びその誘
導体、４－ジメチルアミノ安息香酸エステル、１，１－ジアルコキシアセトフェノン、ベ
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ンゾフェノン及びベンゾフェノン誘導体、ベンゾイル安息香酸アルキル、ビス（４－ジア
ルキルアミノフェニル）ケトン、ベンジル及びベンジル誘導体、ベンゾイン及びベンゾイ
ン誘導体、ベンゾインアルキルエーテル、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオフェノン
、チオキサントン及びチオキサントン誘導体、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェ
ニルフォスフィンオキシド、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノ
フェニル）－ブタノン－１、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリ
メチルペンチルホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルフェニル）－フェニ
ルホスフィンオキサイド等が好適である。
【０１２４】
上記光重合開始剤としては、光カチオン重合開始剤を用いることもできる。上記光カチオ
ン重合開始剤としては、トリフェニルスルホニウムヘキサフルオロアンチモネート、トリ
フェニルスルホニウムホスフェート、ｐ－（フェニルチオ）フェニルジフェニルスルホニ
ウムヘキサフルオロアンチモネート、ｐ－（フェニルチオ）フェニルジフェニルスルホニ
ウムヘキサフルオロホスフェート、４－クロルフェニルジフェニルスルホニウムヘキサフ
ルオロホスフェート、４－クロルフェニルジフェニルスルホニウムヘキサフルオロアンチ
モネート、ビス［４－（ジフェニルスルフォニオ）フェニル］スルフィドビスヘキサフル
オロフォスフェート、ビス［４－（ジフェニルスルフォニオ）フェニル］スルフィドビス
ヘキサフルオロアンチモネート、（２，４－シクロペンタジエン－１－イル）［（１－メ
チルエチル）ベンゼン］－Ｆｅ－ヘキサフルオロホスフェート、ジアリルヨードニウムヘ
キサフルオロアンチモネート等が好適である。これらは市場より容易に入手することがで
き、例えば、ＳＰ－１５０、ＳＰ－１７０（旭電化社製）；イルガキュア２６１（チバ・
ガイギー社製）；ＵＶＲ－６９７４、ＵＶＲ－６９９０（ユニオンカーバイド社製）；Ｃ
Ｄ－１０１２（サートマー社製）等が好適である。光カチオン重合開始剤としては、これ
らの中でも、オニウム塩を使用することが好ましい。また、オニウム塩としては、トリア
リールスルホニウム塩及びジアリールヨードニウム塩のうち少なくとも１種を使用するこ
とが好ましい。
【０１２５】
上記活性エネルギー線の照射による硬化においては、更に、光増感剤を併用することが好
ましい。上記光増感剤の配合量は、本発明の樹脂組成物１００質量％に対して、０．１～
２０質量％であることが好ましい。０．１質量％未満であると、光重合が効率的に進行し
ないおそれがあり、２０質量％を超えると、塗膜内部へ紫外線が透過するのを妨げ、硬化
が不充分となるおそれがある。より好ましくは、０．５～１０質量％である。
【０１２６】
上記光増感剤としては、トリエタノールアミン、メチルジエタノールアミン、トリイソプ
ロパノールアミン、４－ジメチルアミノ安息香酸メチル、４－ジメチルアミノ安息香酸エ
チル、４－ジメチルアミノ安息香酸イソアミル、安息香酸（２－ジメチルアミノ）エチル
、４－ジメチルアミノ安息香酸（ｎ－ブトキシ）エチル、４－ジメチルアミノ安息香酸２
－エチルヘキシル等のアミン類等が好適である。
【０１２７】
上記重合性不飽和化合物を含有する樹脂組成物の硬化においては、更に添加剤を添加して
硬化してもよく、添加剤としては、硬化促進剤、反応性希釈剤、不飽和結合をもたない飽
和化合物、顔料、染料、酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、可塑剤、非反応性化合物
、連鎖移動剤、熱重合開始剤、嫌気重合開始剤、重合禁止剤、無機充填剤や有機充填剤、
カップリング剤等の密着向上剤、熱安定剤、防菌・防カビ剤、難燃剤、艶消し剤、消泡剤
、レベリング剤、湿潤・分散剤、沈降防止剤、増粘剤・タレ防止剤、色分かれ防止剤、乳
化剤、スリップ・スリキズ防止剤、皮張り防止剤、乾燥剤、ＩＲカット剤、防汚剤、帯電
防止剤、導電剤（静電助剤）等が好適である。
【０１２８】
本発明の樹脂組成物は、上述する硬化方法によって硬化物を得ることができ、このような
硬化物としては、種々の光学特性に優れたのもとなる。
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例えば、硬化物の濁度（ヘイズ）としては、２０％以下であることが好ましい。
このように、上記樹脂組成物の硬化物の濁度が、２０％以下である樹脂組成物もまた、本
発明の好ましい形態の一つである。
硬化物の濁度としてより好ましくは１０％以下であり、更に好ましくは５％以下であり、
特に好ましくは１％以下である。透明性としては、可視光領域（波長が３６０～７８０ｎ
ｍの領域）の光透過率が７５％以上であることが好ましい。硬化物の光線透過率はより好
ましくは８０％以上であり、更に好ましくは８５％以上であり、特に好ましくは、８７％
以上である。
上記硬化物において、硬化物の屈折率・アッベ数は適用される光学系の光学設計に応じて
幅広い数値が求められる。なお、硬化物の光線透過率はＪＩＳ　Ｋ７３６１－１に、濁度
はＪＩＳ　Ｋ７１３６に、屈折率・アッベ数はＪＩＳ　Ｋ７１４２にそれぞれ準拠した方
法で測定できる。
上記硬化物のＰＣＴ吸湿率は硬化条件により変化するが、硬化条件を最適化することによ
り．１．０％以下にすることが好ましく、より好ましくは０．５％以下、更に好ましくは
０．２％以下である。
【０１２９】
上記硬化物の耐熱性は、クラック発生などの外観の変化が全くなく、全光線透過率・濁度
の変化率が２０％以下であることが好ましい。
より好ましくは全光線透過率・濁度の変化率が１５％以下であり、更に好ましくは１０％
以下である。
特に車載用カメラや宅配業者向けバーコード読み取り機などの用途では、長時間の紫外線
照射や夏季の高温暴露により黄変や強度劣化が懸念されるが、これらの現象は空気や水分
の紫外線照射又は熱線暴露の相乗効果により酸素ラジカルの発生が原因と考えられる。
耐湿性が向上することで、樹脂組成物中への吸湿が抑制され、紫外線照射又は熱線暴露の
相乗効果による酸素ラジカル発生も抑えられるため、樹脂組成物の黄変や強度低下を引き
起こすことなく長時間にわたり優れた耐熱性を発揮する。
【０１３０】
上述のように硬化物が優れた透明性・光学特性を発揮することができることから、本発明
の樹脂組成物は、光学用途、オプトデバイス用途、表示デバイス用途等の種々の用途に好
適に用いることができる。
このように、上記樹脂組成物によって構成される光学部材用硬化性材料（上記樹脂組成物
を用いた硬化材料）もまた、本発明の一つである。
光学部材用硬化性材料としては、上記樹脂組成物によって形成される硬化性光学材料であ
って、熱や光によって硬化する熱・光硬化性光学材料（熱硬化性光学材料や光硬化性光学
材料）であることが好ましい。
このような光学部材用硬化性材料は、アッベ数が４５以上であり、波長５００ｎｍにおけ
る透過率が６０％以上であることが好ましい。アッベ数及び透過率がこのような範囲であ
ることにより、高い透明性や解像度を有する光学特性に優れた光学部材用硬化性材料とな
る。光学部材用硬化性材料のアッベ数としてより好ましくは、５５以上であり、更に好ま
しくは、６０以上である。光学部材用硬化性材料の透過率としてより好ましくは、８０％
以上であり、更に好ましくは、８５％以上である。
【０１３１】
上記光学部材用硬化性材料は、１５０℃で５分間硬化させたときの硬化物の曲げ強度が、
５０ＭＰａ以上のものであることが好ましい。本発明の光学部材用硬化性材料においては
、樹脂組成物はの分子量分布における分子量７００以上の有機樹脂成分の割合が、有機樹
脂成分総量に対して１５～９０質量％含んでなるものであることにより、曲げ強度を５０
ＭＰａ以上のものとすることができる。本発明の光学部材用硬化性材料においては、１５
０℃で５分間硬化させたときの硬化物の曲げ強度が、５０ＭＰａ以上であれば、金型を用
いた成型において離型の際、割れを起こしにくいが、５０ＭＰａ未満では、離型の際、割
れを生じやすくなる。上記曲げ強度としてより好ましくは、６０ＭＰａ以上であり、更に



(42) JP 4398500 B2 2010.1.13

10

20

30

40

50

好ましくは、８０ＭＰａ以上であり、特に好ましくは、１００ＭＰａ以上である。
上記光学部材用硬化性材料は、上述したように、金型を用いて５分以内で硬化させた後、
硬化物を金型から取り出し、ポストキュア（ベーク）を行うことが好ましい。この場合、
上記硬化物の曲げ強度は、ポストキュア（ベーク）を行う前であって、金型を用いて１５
０℃で５分間硬化させたときに得られる硬化物の強度をいう。このように、樹脂組成物の
分子量分布における分子量７００以上の有機樹脂成分の割合が、有機樹脂成分総量に対し
て１５～９０質量％含んでなる樹脂組成物であって、１５０℃で５分間硬化させたときの
硬化物の曲げ強度が、５０ＭＰａ以上である樹脂組成物もまた、本発明の好ましい形態の
一つである。上記樹脂組成物としては、粘度が１００００Ｐａ・ｓ以下であることが好ま
しい。より好ましくは、１０００Ｐａ・ｓ以下であり、更に好ましくは、１００Ｐａ・ｓ
以下である。また、上記樹脂組成物としては、無機微粒子成分（又は、粒子状でないポリ
オルガノシロキサン）や、可とう性成分を含む形態も好ましい形態であり、このような場
合にも、上記条件で硬化させたときの曲げ強度が５０ＭＰａ以上であることが好ましい。
【０１３２】
上記光学部材用硬化性材料は、１５０℃で１０分間硬化させたときの硬化物の曲げ強度が
、４０ＭＰａ以上のものであることが好ましい。本発明の光学部材用硬化性材料において
は、有機樹脂成分と無機微粒子成分とを適宜組み合わせた樹脂組成物によって構成される
ことにより、曲げ強度を４０ＭＰａ以上のものとすることができる。上記曲げ強度として
より好ましくは、６０ＭＰａ以上であり、更に好ましくは、８０ＭＰａ以上であり、特に
好ましくは、１００ＭＰａ以上である。
上記光学部材用硬化性材料は、上述したように、金型を用いて５分以内で硬化させた後、
硬化物を金型から取り出し、ポストキュア（ベーク）を行うことが好ましい。この場合、
上記硬化物の曲げ強度は、ポストキュア（ベーク）を行う前であって、金型を用いて１５
０℃で１０分間硬化させたときに得られる硬化物の強度をいう。このように、樹脂組成物
の分子量分布における分子量７００以上の有機樹脂成分の割合が、有機樹脂成分総量に対
して１５～９０質量％含んでなる樹脂組成物であって、１５０℃で１０分間硬化させたと
きの硬化物の曲げ強度が、４０ＭＰａ以上である樹脂組成物もまた、本発明の好ましい形
態の一つである。
上記樹脂組成物としては、粘度が１００００Ｐａ・ｓ以下であることが好ましい。より好
ましくは、１０００Ｐａ・ｓ以下であり、更に好ましくは、１００Ｐａ・ｓ以下である。
【０１３３】
本発明はまた、上記光学部材用硬化性材料を硬化させてなる光学部材でもある。このよう
な光学部材（上記樹脂組成物により形成される硬化物）としては、高アッベ光学部材と、
低アッベ光学部材とがでそれぞれに好ましい形態を有することとなる。高アッベ光学部材
としては、上述の光学部材用硬化性材料の中でも、二重結合性（芳香環等）の含有量が樹
脂中に１０質量％以下である硬化物が好ましい。芳香環等の二重結合を有する化合物が樹
脂組成物中に１０質量％以下であると、屈折率等の光学特性が優れたものとなり、光学用
途等に好適に用いることができる。
上記光学部材のアッベ数及び透過率としては、上記光学部材用硬化性材料におけるものと
同様であることが好ましい。このような高いアッベ数の硬化物であることから、下記の種
々の用途に用いることができる。
上記硬化物の用途として具体的には、眼鏡レンズ、（デジタル）カメラや携帯電話や車裁
カメラ等カメラレンズ、フィルター、回折格子、プリズム、光案内子、光ビーム集光レン
ズや光拡散用レンズ、ウォッチガラス、表示装置用のカバーガラス等の透明ガラスやカバ
ーガラス等の光学用途；フォトセンサー、フォトスイッチ、ＬＥＤ、発光素子、光導波管
、合波器、分波器、断路器、光分割器、光ファイバー接着剤等のオプトデバイス用途；Ｌ
ＣＤや有機ＥＬやＰＤＰ等の表示素子用基板、カラーフィルター用基板、タッチパネル用
基板、ディスプレイ保護膜、ディスプレイバックライト、導光板、反射防止フィルム、防
曇フィルム等の表示デバイス用途等が好適である。
上記硬化物の形状としては、用途に応じて適宜設定することができ、特に限定されず、異
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形品等の成形体、フィルム、シート、ペレット等の形態も挙げられる。
【発明の効果】
【０１３４】
本発明の樹脂組成物及びその光学部材は、上述の構成よりなり、連続生産が可能であり、
耐熱性等の基本性能に優れ、しかも透明性等の光学特性に優れ、光学用途、オプトデバイ
ス用途、表示デバイス用途、機械部品材料、電気・電子部品材料等として有用な樹脂組成
物及びその光学部材である。
【発明を実施するための最良の形態】
【０１３５】
以下に実施例を掲げて本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例のみに限
定されるものではない。なお、特に断りのない限り、「部」は「重量部」を、「％」は「
質量％」を意味するものとする。
【０１３６】
合成例１
（ＹＸ－８０００／ＹＬ７１７０／ＳｉＯ２＝６５／２５／１０（ｗｔ％））
水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂ＪＥＲ　ＹＸ８０００（ジャパンエポキシレジン社
製、エポキシ当量２０５、重量平均分子量４３０）１６８ｇとオルガノシリカゾル　ＭＥ
Ｋ－ＳＴ（日産化学工業社製、粒子径１０～１５ｎｍ、固形分３０％）２４０ｇを均一に
なるように混合し、８０℃でエバポレーターを用いて溶媒の減圧留去を行い、樹脂組成物
１を２４９．７ｇ得た。樹脂組成物１を３４．７ｇ、水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹
脂ＪＥＲ　ＹＬ７１７０（ジャパンエポキシレジン社製、エポキシ当量１４００、重量平
均分子量５５５０）を２５ｇ、ＪＥＲ　ＹＸ８０００を４１．６ｇそれぞれ秤取し、１４
０℃で均一になるように混合した。収量１０１．３ｇ、粘度８０Ｐａ・ｓであった。（実
施例１用樹脂組成物）
【０１３７】
合成例２
（ＹＸ－８０００／ＹＬ７１７０／ＳｉＯ２＝４５／２４５／１０（ｗｔ％））
樹脂組成物１を３４．７ｇ、水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂ＪＥＲ　ＹＬ７１７０
（ジャパンエポキシレジン社製、エポキシ当量１４００）を４５．１ｇ、ＪＥＲ　ＹＸ８
０００を２１．６ｇそれぞれ秤取し、１４０℃で均一になるように混合した。収量１００
．２ｇ、粘度４２０Ｐａ・ｓであった。（実施例２用樹脂組成物）
【０１３８】
合成例３
（ＹＸ－８０３４／ＳｉＯ２＝９０／１０（ｗｔ％））
水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂ＪＥＲ　ＹＸ８０３４（ジャパンエポキシレジン社
製、エポキシ当量２７７、重量平均分子量５８０）１６８ｇとオルガノシリカゾル　ＭＥ
Ｋ－ＳＴ（日産化学工業社製、粒子径１０～１５ｎｍ、固形分３０％）２４０ｇを均一に
なるように混合し、８０℃でエバポレーターを用いて溶媒の減圧留去を行った。収量２５
０．１ｇ、粘度６５Ｐａ・ｓであった。（実施例３用樹脂組成物）
【０１３９】
合成例４
（ＹＸ－８０００／ＳｉＯ２＝９０／１０（ｗｔ％））
水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂ＪＥＲ　ＹＸ－８０００（ジャパンエポキシレジン
社製、エポキシ当量２０５）１６８ｇとオルガノシリカゾル　ＭＥＫ－ＳＴ（日産化学工
業社製、粒子径１０～１５ｎｍ、固形分３０％）６２．０ｇを均一になるように混合し、
８０℃でエバポレーターを用いて溶媒の減圧留去を行った。収量１８７．０ｇ、粘度６５
Ｐａ・ｓであった。（比較例１用樹脂組成物）
【０１４０】
合成例５
ガスインレット、冷却管、攪拌棒つきの四つ口フラスコにエポキシ樹脂として液状のエポ
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キシ樹脂セロキサイド－２０２１Ｐ（脂環式エポキシ樹脂　エポキシ当量１３１、重量平
均分子量２６０、ダイセル化学工業社製）３４．７部、ＥＨＰＥ－３１５０（脂環式エポ
キシ樹脂　エポキシ当量１３１、重量平均分子量３５２０、ダイセル化学工業株式会社）
２５部、オグソールＰＧ１００（芳香族エポキシ樹脂、重量平均分子量５３０、大阪ガス
ケミカル株式会社）４０部を仕込み、１４０℃でよく攪拌して均一にした。その後、珪素
化合物としてＫＦ－６００４（両末端にポリオキシエチレン鎖とポリオキシプロピレン鎖
とを有する有機基を導入した変性シリコーンオイル、重量平均分子量７．７６２１×１０
４、信越シリコーン社製）０．３部を投入し、均一に攪拌した。これにより、実施例４用
樹脂組成物を調製した。
上記樹脂組成物は、有機樹脂成分の分子量分布は表１に示すように、分子量７００未満の
有機樹脂成分が７６．５重量％、分子量７００以上の有機樹脂成分が２３．５重量％であ
るが、分子量７００未満の有機樹脂成分のうち、芳香族エポキシ化合物が３４重量％であ
り、脂環式エポキシ化合物が４２．５重量％であった。
【０１４１】
合成例６
セロキサイド－２０２１Ｐ　４０ｇ、ＥＨＰＥ－３１５０　６０ｇ、及び、ＫＦ－６００
４　０．３ｇをそれぞれ量りとり、１４０℃で均一に混合し、実施例５用樹脂組成物を調
製した。混合時の温度等の条件については合成例５と同様である。
【０１４２】
合成例７
セロキサイド－２０２１Ｐ　１００ｇ、及び、ＫＦ－６００４　０．３ｇをそれぞれ量り
とり、１４０℃で均一に混合し、比較例２用樹脂組成物を調製した。混合時の温度等の条
件については合成例５と同様である。
【０１４３】
合成例８
セロキサイド－２０２１Ｐ　１００ｇ、ＫＦ－６００４　０．３ｇ、及び、ＫＦ－６００
４　０．３ｇをそれぞれ量りとり、１４０℃で均一に混合し、比較例３用樹脂組成物を調
製した。混合時の温度等の条件については合成例５と同様である。
【０１４４】
上記合成例１、２、３、５、６で得られた各樹脂組成物の有機樹脂成分の分子量分布にお
いては、いずれの樹脂組成物の場合も、分子量７００以上、分子量７００未満の各領域に
おいて、分子量ピークの極大値を有するものであった。
【０１４５】
（硬化用樹脂組成物の調製）
上記樹脂組成物〔合成例１～８〕に対して、離型剤としてステアリン酸を全重量に対して
０．５ｗｔ％となるように、８０℃で均一混合した。
そのご、合成例１～４で得られた樹脂組成物に対しては、５０℃に冷却後、カチオン系重
合開始剤（三新化学工業社製、サンエイドＳＩ－８０Ｌ）を全重量に対して１ｗｔ％とな
るように添加し均一になるように混合した。
合成例５及び７で得られた樹脂組成物に対しては、５０℃に冷却後、カチオン系重合開始
剤（三新化学工業社製、サンエイドＳＩ－８０Ｌ）を全重量に対して０．６ｗｔ％となる
ように添加し均一になるように混合した。
合成例６及び８で得られた樹脂組成物に対しては、５０℃に冷却後、カチオン系重合開始
剤（三新化学工業社製、サンエイドＳＩ－８０Ｌ）を全重量に対して０．２ｗｔ％となる
ように添加し均一になるように混合した。
【０１４６】
＜粘度＞
上記合成例１～８で得た樹脂組成物の４０℃、回転速度Ｄ＝１／ｓ時の粘度をＲ／Ｓレオ
メーター（米国ブルックフィールド社製）にて評価した。
粘度２０Ｐａ・ｓ以上ではＲＣ２５－１の測定治具を使用し、２０未満ではＲＣ５０－１
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の治具を使用した。Ｄ＝１／ｓ時点の粘度が測定できないものについては、Ｄ＝５～１０
０／ｓの値を外挿して、樹脂組成物の粘度として評価した。
【０１４７】
＜分子量の測定＞
上記ＧＰＣ測定条件にて、合成例１～８で得た樹脂組成物を測定し、分子量が７００以上
の有機樹脂成分の割合を求めた。
合成例１～８で得られた樹脂組成物中の化合物の含有割合について下記表１に示す。
【０１４８】
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【表１】

【０１４９】
なお、表１において、樹脂組成物中の各成分の重量部は、相対的な重量比率を表す。
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【０１５０】
次に、以下に示す方法で、合成例１～８で得られた樹脂組成物を硬化させた硬化物につい
て強度の評価を行った。
＜強度の評価（曲げ強度及び弾性率）＞
（硬化板）：樹脂組成物を必要に応じて熱を加え（４５℃等）減圧脱泡処理を行った後、
型の中に流し込み１５０℃５分オーブン中で硬化させ、厚さ３ｍｍの樹脂硬化板を得た。
（強度測定）：熱的性質及び機械物性（曲げ強度・弾性率）は、ＪＩＳ　Ｋ６９１１に準
じて測定した。
【０１５１】
また、以下に示す方法で、合成例１～６で得られた樹脂組成物を硬化させた硬化物の屈折
率、アッベ数、透明性、及び、剥離時の強度の評価試験を行った。
＜剥離時の強度試験＞
成型体の連続生産時に必要な条件として、副反応が生じる２００℃以下の温度で短時間に
ある程度の材料硬度を達成する。１４０℃、２分で樹脂組成物をＳＵＳ３０４基板上に高
さ１ｍｍで硬化し、樹脂とＳＵＳ３０４の界面にカッター（エヌティー社製、本体型番：
Ｌ－５００、刃の型番：ＢＬ－１５０Ｐ）を４０ｋｇｆ／ｃｍ２の力で押し当てて離型時
の材料強度を評価した。剥離強度４０ｋｇｆ／ｃｍ２の力は、１．５ｋｇの荷重を長さ２
ｃｍの樹脂と、ＳＵＳ３０４界面にカッターを用いて加えたときの値として算出している
。なお、カッターの刃先の荷重が加わる面積を、０．０４ｃｍ２とした。
離型性の評価を○と×で示した。
○：割れが生じにくい
×：割れが生じやすい
【０１５２】
＜透明性＞
透明性：濁度計（日本電色社製、ＮＤＨ２０００）を用いて評価した。
樹脂組成物に必要に応じて熱を加え（４５℃等）減圧処理を行った後、型に流し込み１１
０℃５時間オーブン中で硬化させ、厚さ１ｍｍの硬化物を得た。屈折率、アッベ数につい
てもこの成形体を用いて評価を行った。
【０１５３】
＜屈折率、アッベ数の評価＞
屈折率計（アタゴ社製、ＤＲ－Ｍ２）を用いて評価した。
下記表２に、合成例１～８の樹脂組成物を用いて形成した硬化物について、上述の評価を
行った結果について示す。
【０１５４】
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【０１５５】
また、合成例１～３及び合成例５～６を用いて調整した樹脂組成物について、硬化条件を
変化させて強度の評価試験を行った。評価方法を下記に示し、評価結果を下記表３に示す
。
＜強度の評価（曲げ強度及び弾性率）＞
（硬化板）：樹脂組成物を必要に応じて熱を加え（４５℃等）減圧脱泡処理を行った後、
型の中に流し込み１５０℃１０分オーブン中で硬化させ、厚さ３ｍｍの樹脂硬化板を得た
。
（強度測定）：熱的性質及び機械物性（曲げ強度・弾性率）は、ＪＩＳ　Ｋ６９１１に準
じて測定した。
【０１５６】
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【０１５７】
合成例９
水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂ＪＥＲ　ＹＬ－７１７０を９０ｇとオルガノシリカ
ゾルＭＥＫ－ＳＴを３３．４ｇとを混合した後、８０℃でエバポレーターを用いて溶媒の
減圧留去を行うことにより、樹脂組成物を得た。収量１１５ｇであった（比較例４用樹脂
組成物）。上記樹脂組成物はＭＥＫ－ＳＴ由来のシリカ粒子含有率が１０重量％であり、
有機樹脂成分の分子量分布における、分子量７００未満の含有量は、５重量％であった。
また、該樹脂組成物は常温において流動性が殆どないものであった。
【０１５８】
比較例４
合成例９で得られた樹脂組成物に対し、合成例１～８と同様にして、８０℃で、離型剤と
してステアリン酸を０．５ｗｔ％となるように添加し、５０℃に冷却後、カチオン重合開
始剤（サンエイドＳＩ－８０Ｌ）を全重量に対して１ｗｔ％となるように添加することに
より、硬化性樹脂組成物を調製した。
得られた硬化性樹脂組成物は、他の硬化性樹脂組成物と同様に、硬化成型体の強度の評価
、透明性の評価等を行うために成型しようとしたが、流動性が不十分であるためにできな
かった。
【図面の簡単な説明】
【０１５９】
【図１】図１は、樹脂組成物中の分子量分布を示す模式図である。（ａ）は、一つのピー
クが分子量７００未満である領域と７００以上である領域との両方にまたがった形態であ
る。（ｂ）は、７００未満である領域と７００以上である領域とのそれぞれにピークの極
大値を有する形態である。
【図２】図２は、本発明の樹脂組成物の一形態について、ＧＰＣ分析結果及び検量線を示
すチャート図である。
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【図１】

【図２】
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